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第１章 ビジョン策定にあたり 

 
1.1 郡上市水道事業ビジョン策定の趣旨 

 本市における水道は、平成 30 年 4 月より市内全域を給水区域とした郡上市水道事業とし

て、計画給水人口 35,209 人、計画１日最大給水量 19,361m3/日にて事業を運営しています。

平成 20 年 3 月には、「郡上市民に信頼される水道」を基本理念に掲げ、安心、安定、持続、

環境の 4 つの目標を設定し、その実現のための方向性を示した郡上市水道事業基本計画を

策定し、特に水源水質や安定給水が懸念されていた簡易水道の統廃合を積極的に推進し、

安全で安定した水道水の供給に努めてきました。 

 このような中で厚生労働省が平成 25年 3月に公表した「新水道ビジョン」を踏まえ、令

和 2 年 3 月に経営基盤の強化と財政マネジメント向上に取り組むための中長期的な経営の

基本計画を含む「郡上市水道事業ビジョン」を策定しました。 

 今般、郡上市水道事業ビジョンの策定から 4 年が経過し前期計画期間の見直し時期であ

る令和 5 年度を迎えたことから、本ビジョン策定後の本市水道事業を取り巻く経営環境の

変化を踏まえ、これまでの事業を振り返り、具体的な実現方策や事業計画・財政計画等の

中間見直しを行いました。 

 なお、今回の見直しは、現行ビジョンと同様に本市水道事業における「経営戦略」の見

直しを含むものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図：新水道ビジョン（厚生労働省）が示す水道の理想像 

（平成 25 年 3月：厚生労働省健康局） 
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1.2 ビジョンの位置付けと計画期間 

 『郡上市水道事業ビジョン』の位置付けは、市の上位計画である「第２次郡上市総合計

画」及び厚生労働省が平成 25年 3月に策定した「新水道ビジョン」と整合・調整を図って

いくものです。 

 本ビジョンの目標年度は令和 15年度とし、計画期間は令和 2 年度～令和 15 年度の 14 年

間で変更しないものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：郡上市水道事業ビジョンの位置付け 

 
 
 
 
 
 

図：上位計画と郡上市水道事業ビジョンの計画期間 

【厚生労働省】

水道ビジョン

【郡上市】

郡上市総合計画

郡上市

水道事業ビジョン

・・・R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16R8H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7H26
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水道ビジョン

新水道ビジョン

郡上市総合計画

第２次郡上市総合計画

郡上市水道事業基本計画

郡上市水道事業ビジョン

令和 2 年度～令和 15 年度

平成 20 年度～平成 30 年度

★今回見直し
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第２章 郡上市水道事業の概要 

 

2.1 郡上市の概要 

2.1.1 郡上市の位置及び地勢 

本市は、岐阜県のほぼ中央部に位置し、東は下呂市、北は高山市、西は関市、福井県大

野市、南は美濃市、関市に接しており、市の最北部に位置する白鳥町石徹白地区と高鷲町

ひるがの地区は、太平洋側と日本海側の分水嶺となっています。 

本市の総面積は 1,030.75ｋｍ2であり、岐阜県内では高山市に次いで大きく、県全体の約

10％を占めています。また、最も標高の低い美並町木尾が 110ｍ、最も高い銚子ヶ峰が 1,810

ｍと高低差が大きい地形であり、市内には長良川をはじめ、和良川、石徹白川などの一級

河川が流れています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

郡上市の位置 

（郡上市公共施設等総合管理計画：令和 4年 3 月） 
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2.1.2 郡上市の沿革 

本市のもととなった旧郡上郡は、明治 12 年に郡治分割が施かれた際に成立し、郡上郡役

所が八幡町に設置されました。当初は 11町 88 ヶ村に分かれていましたが、明治 21年に町

村制が施行され、郡上郡は１町 16ヶ村になりました。 

その後、昭和 29 年に町村合併促進法が施行され、郡上郡は八幡町・大和町（昭和 60 年

町制）・白鳥町・高鷲村・美並村・明方村（平成４年度明宝村）・和良村となりました。ま

た、昭和 33 年には福井県の石徹白村が白鳥町と越県合併をしました。そして、この７ヶ町

村が、平成 16年 3月 1日に合併し郡上市が誕生しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：２町５村前後の町村合併の経緯 

（郡上市ホームページより） 
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2.2 郡上市水道事業の概要 

2.2.1 水道施設数 

 本市の人口は令和 4年度末で 38,761 人であり、水道施設は市内１上水道となっています。 

 次頁に旧事業・施設毎（旧上水道 2施設、旧簡易水道 32施設、旧飲料水供給施設 6施設

の計 40 施設）の人口や水量等の実績を示します。 
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普及率

戸 数 人 口 戸 数 人 口 戸 数 人 口 全 体 全 体 総配水量 有収水量 有収率

ａ ｂ ｃ ｂ/ａ ｃ/ｂ ｄ　 ｅ　 ｅ/ｄ

八幡上水給水区 3,613 8,030 3,613 8,030 2,820 6,583 100.00% 81.98% 1,127,206 894,608 79.37%

小計 3,613 8,030 3,613 8,030 2,820 6,583 100.00% 81.98% 81.98% 1,127,206 894,608 79.37%

八幡南部給水区 535 1,406 535 1,406 439 1,235 100.00% 87.84% 153,056 131,945 86.21%

美山給水区 117 258 117 258 99 235 100.00% 91.09% 27,653 25,139 90.91%

安久田給水区 26 61 26 61 24 59 100.00% 96.72% 4,837 4,031 83.33%

初音給水区 90 239 90 239 68 202 100.00% 84.52% 22,650 18,719 82.64%

営飲 市島給水区 541 1,440 541 1,440 425 1,220 100.00% 84.72% 188,034 155,400 82.64%

入間給水区 33 84 33 84 28 77 100.00% 91.67% 9,126 6,956 76.22%

夕谷給水区 54 124 54 124 47 113 100.00% 91.13% 18,895 12,582 66.59%

営飲 小那比給水区 105 185 105 185 89 167 100.00% 90.27% 18,411 14,162 76.92%

有穂給水区 108 283 108 283 88 258 100.00% 91.17% 26,874 23,752 88.38%

河鹿給水区 45 105 45 105 31 83 100.00% 79.05% 5,621 5,529 98.36%

小計 1,654 4,185 1,654 4,185 1,338 3,649 100.00% 87.19% 87.19% 475,157 398,215 83.81%

野々倉給水区 10 13 10 13 8 10 100.00% 76.92% 1,030 792 76.92%

奥新宮給水区 11 22 11 22 11 22 100.00% 100.00% 1,910 1,469 76.92%

小計 21 35 21 35 19 32 100.00% 91.43% 91.43% 2,939 2,261 76.92%

開笹給水区 6 10 6 10 6 10 100.00% 100.00% 711 646 90.91%

口新宮給水区 3 14 3 14 3 14 100.00% 100.00% 2,031 1,562 76.92%

小計 9 24 9 24 9 24 100.00% 100.00% 100.00% 2,741 2,208 80.55%

計 12,274 5,297 12,274 5,297 12,274 4,186 10,288 100.00% 83.82% 1,608,043 1,297,292 80.68%

大和中央給水区 1,825 5,145 1,825 5,145 1,338 4,030 100.00% 78.33% 577,698 451,761 78.20%

営飲 大和北給水区 201 553 201 553 148 438 100.00% 79.20% 65,747 39,309 59.79%

営飲 大和東給水区 206 520 206 520 136 375 100.00% 72.12% 44,178 33,724 76.34%

小計 2,232 6,218 2,232 6,218 1,622 4,843 100.00% 77.89% 77.89% 687,623 524,794 76.32%

区域外地域 42 91 0 0 0 0

小計 42 91 0 0 0 0 0 0

計 6,309 2,274 6,309 2,232 6,218 1,622 4,843 98.56% 77.89% 687,623 524,794 76.32%

白鳥上水給水区 2,442 6,173 2,442 6,173 1,632 4,578 100.00% 74.16% 751,890 573,962 76.34%

小計 2,442 6,173 2,442 6,173 1,632 4,578 100.00% 74.16% 74.16% 751,890 573,962 76.34%

営飲 石徹白給水区 104 222 104 222 70 160 100.00% 72.07% 24,798 18,930 76.34%

営飲 白鳥北部給水区 236 645 236 645 196 553 100.00% 85.74% 76,619 58,488 76.34%

営飲 白鳥東部給水区 829 2,222 829 2,222 607 1,745 100.00% 78.53% 196,734 177,238 90.09%

営飲 二日町給水区 204 580 204 580 168 506 100.00% 87.24% 75,248 60,198 80.00%

向小駄良給水区 231 600 231 600 159 444 100.00% 74.00% 67,075 59,254 88.34%

小計 1,604 4,269 1,604 4,269 1,200 3,408 100.00% 79.83% 79.83% 440,474 374,108 84.93%

計 10,442 4,046 10,442 4,046 10,442 2,832 7,986 100.00% 76.48% 1,192,364 948,070 79.51%

高鷲南部給水区 553 1,530 553 1,530 405 1,184 100.00% 77.39% 186,902 137,428 73.53%

切立給水区 77 193 77 193 65 171 100.00% 88.60% 33,221 16,233 48.86%

高鷲北部給水区 386 913 386 913 274 752 100.00% 82.37% 187,374 161,529 86.21%

鷲見給水区 82 248 82 248 71 222 100.00% 89.52% 21,589 16,074 74.45%

小計 1,098 2,884 1,098 2,884 815 2,329 100.00% 80.76% 80.76% 429,086 331,264 77.20%

区域外地域 35 47 0 0 0 0

小計 35 47 0 0 0 0 0 0

計 2,931 1,133 2,931 1,098 2,884 815 2,329 98.40% 80.76% 429,086 331,264 77.20%

美並北部給水区 333 906 333 906 276 803 100.00% 88.63% 150,700 78,307 51.96%

美並中部給水区 808 2,264 808 2,264 656 1,944 100.00% 85.87% 265,279 221,066 83.33%

美並南部給水区 138 407 138 407 117 365 100.00% 89.68% 43,914 36,595 83.33%

営飲 美並木尾給水区 54 154 54 154 51 146 100.00% 94.81% 21,043 18,981 90.20%

営飲 美並梅原給水区 20 58 20 58 18 50 100.00% 86.21% 5,364 4,979 92.82%

小計 1,353 3,789 1,353 3,789 1,118 3,308 100.00% 87.31% 87.31% 486,300 359,928 74.01%

区域外地域 2 4 0 0 0 0

小計 2 4 0 0 0 0 0 0

計 3,793 1,355 3,793 1,353 3,789 1,118 3,308 99.89% 87.31% 486,300 359,928 74.01%

畑佐給水区 163 383 163 383 138 345 100.00% 90.08% 54,176 41,356 76.34%

営飲 二間手給水区 227 665 227 665 199 614 100.00% 92.33% 111,308 84,968 76.34%

小川給水区 54 144 54 144 42 120 100.00% 83.33% 14,787 11,288 76.34%

営飲 寒水給水区 84 246 84 246 61 188 100.00% 76.42% 26,945 20,569 76.34%

小計 528 1,438 528 1,438 440 1,267 100.00% 88.11% 88.11% 207,217 158,181 76.34%

区域外地域 1 3 0 0 0 0

小計 1 3 0 0 0 0 0 0

計 1,441 529 1,441 528 1,438 440 1,267 99.79% 88.11% 207,217 158,181 76.34%

和良給水区 661 1,511 661 1,511 550 1,369 100.00% 90.60% 208,496 159,767 76.63%

小計 661 1,511 661 1,511 550 1,369 100.00% 90.60% 90.60% 208,496 159,767 76.63%

田平給水区 28 49 28 49 16 36 100.00% 73.47% 5,287 4,850 91.74%

厚波給水区 2 3 2 3 2 3 100.00% 100.00% 378 357 94.34%

小計 30 52 30 52 18 39 100.00% 75.00% 75.00% 5,665 5,207 91.92%

区域外地域 4 8 0 0 0 0

小計 4 8 0 0 0 0 0 0

計 1,571 695 1,571 691 1,563 568 1,408 99.49% 90.08% 214,161 164,974 77.03%

38,761 15,329 38,761 15,245 38,608 11,581 31,429 99.61% 81.41% 78.58% 83.04% 81.61% 100.00% 4,824,795 3,784,503 78.44%

6,055 14,203 6,055 14,203 4,452 11,161 100.00% 78.58% 1,879,096 1,468,570 78.15%

9,130 24,294 9,130 24,294 7,083 20,173 100.00% 83.04% 2,934,354 2,306,257 78.60%

60 111 60 111 46 95 100.00% 85.59% 11,345 9,676 85.29%

84 153 0 0 0 0 0 0

38,761 15,329 38,761 15,245 38,608 11,581 31,429 99.61% 81.41% 4,824,795 3,784,503 78.44%

整 備 人 口 現 在 給 水 給　　水　　率 年間配水量 (㎥)
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白
鳥

高
鷲

大
和

地
域

給 水 区 域
行　政
区域内
人　口

八
幡

美
並

　　簡　易　水　道 （３２施設）

　　小規模水道　等 （　６施設）

区 域 外 地 域　　　　 

　　合        　計 （４０施設）

明
宝

和
良

合          計

　　上　　水　　道 （　２施設）
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2.2.2 水道事業の沿革及び給水区域 

 以下図に本市水道事業の沿革を示します。また、次頁に本市水道事業の給水区域図を示

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

図：本市水道事業の沿革 

大和中央統合簡易水道事業（～平成28年度）

高鷲町鷲見簡易水道増補改良事業（～平成20年度）

和良統合簡易水道事業（～平成22年度）

神路簡易水道区域拡張事業（～平成24年度）

高鷲北部統合簡易水道事業（～平成29年度）

高鷲南部統合簡易水道事業（～平成28年度）

八幡南部統合簡易水道事業（～平成29年度）

八幡上水道統合事業（～平成29年度）

白鳥東部統合簡易水道事業（～平成29年度）

企業会計化へ（郡上市上水道：簡易水道事業の廃止）

八幡町上水道

八幡

八幡町上水道

創設

八幡町上水道

第１次拡張

八幡町上水道

第２次拡張

八幡町上水道

第３次拡張

八幡町上水道

第４次拡張

白鳥町上水道 創設

白鳥町上水道

第１回変更

昭和３５年

昭和３９年

昭和４５年

昭和４６年

昭和４９年

昭和５２年

平成２年

平成５年

平成７年

平成１０年

平成1２年

明宝二間手簡水 認可

大和神路簡水 認可

美並北部簡水 認可

簡易水道事業 （計６４事業）白鳥町上水道

大和 白鳥 高鷲 美並 明宝 和良

八幡相生簡水 認可

平成１４年

郡 上 市 発 足 （ ７ 町 村 合 併Ｈ16.3 ）

昭和５７年

大和中央簡水 認可

昭和５８年 白鳥中西簡水 認可

白鳥阿多岐簡水 認可

平成1３年 高鷲小洞簡水 認可

八幡河鹿簡水 認可

和良中央簡水 認可

昭和６０年

美並梅原簡水 認可

明宝寒水簡水 認可
平成８年

八幡：22事業 大和：6事業 白鳥：8事業 高鷲：9事業 美並：5事業 明宝：4事業 和良：10事業

平成１６年

平成１８年

平成２３年

平成２４年

平成２５年

平成２６年

平成２８年

平成３０年

H19水道ビジョン作成

H22統合整備基本計画作成

H29-R1新水道ビジョン策定

R5中間見直し

高鷲ひるがの簡水 認可

水道施設：40施設(H29年度末)

2 - 5



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2 - 6



第３章 現状評価と課題の整理 

 
 厚生労働省が策定した新水道ビジョンでは、その公表に至った背景として給水人口や給

水量が減少し続ける社会の到来と、東日本大震災を踏まえた水道の危機管理のあり方の抜

本的見直しにあることを踏まえ、水道の現状評価と課題の整理を行うにあたり、「水道サー

ビスの持続性の確保」、「安全な水の保証」、「危機管理への対応の徹底」の観点から行うこ

ととしています。 
 
  【持続】 水道サービスの持続性は確保されているか 
  【安全】 安全な水の供給は保証されているか 

  【強靭】 危機管理への対応は徹底されているか 

 
 本市水道事業においても、これらの観点に基づき現状評価と課題の整理を行うこととし

ます。 
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3.1 水道サービスの持続性は確保されているか 

3.1.1 水道の普及状況 

 本市の水道の普及率は、令和 4 年度末で 81.2％となっています。 
 なお、給水区域外地域については、令和 4 年度末で 153 人となっています。 
 
表：水道の普及状況 

 
 

表：給水区域外地域の状況 

 

  

  

上水道 簡易水道 専用水道 合計(B)

郡上市 38,761 31,429 - 50 31,479 81.2

岐阜県 1,946,253 1,788,103 57,356 4,155 1,849,614 95.0

全国 125,177,460 120,874,440 1,666,833 362,430 122,903,703 98.2

※令和4年度末時点

※岐阜県・全国実績は令和3年度末時点（厚生労働省健康局水道課HPより）

総人口(A)

（人）

給水人口（人） 普及率

(B)/(A)

（％）

地域名 戸数 人口

大和 上栗巣 42 91

高鷲 切立７号組 24 35

向鷲見８号組 11 12

美並 下田・大矢地区の一部 2 4

（釜ヶ滝・板山）

明宝 奥住(坂本)の一部 1 3

和良 上土京の一部 2 4

鹿倉の一部 1 1

東野の一部 1 3

合計 84 153

令和4年度末時点

集落名
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3.1.2 水源の状況 

 本市水道事業は、61箇所の水源を保有しており、多くが表流水を利用しています。郡上

市水道事業の水源別箇所数を以下表に示します。また、水源一覧を次頁に示します。 

 
表：水源別箇所数 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

水源種別 箇所数 備考

表流水 41

伏流水 4

地下水（深井戸） 5

地下水（浅井戸） 5

湧水 6

計 61

令和4年度末時点
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表　水源一覧

竣工年度 ※経年

19,361.4

21,094.2

伏流水 2,200.0 1978 44

地下水（浅） 1,200.0 1975 47

伏流水 1,909.0 1962 60

湧水 139.0 1986 36

表流水 644.6 2017 5

湧水 53.9 1983 39

表流水 81.4 1986 36

表流水 668.8 1989 33

表流水 96.8 1995 27

表流水 166.1 1999 23

表流水 149.6 1998 24

表流水 37.4 1988 34

表流水 23.1 2006 16

表流水 17.8 1998 24

表流水 9.9 2000 22

表流水 4.4 1989 33

表流水 5.5 2001 21

表流水 1,334.7 1999 23

表流水 4.5 2012 10

表流水 31.3 1982 40

表流水 220.2 1997 25

伏流水 33.1 1982 40

地下水（深） 316.0 2013 9

湧水 10.7 2013 9

表流水 69.5 1995 27

表流水 213.2 1997 25

表流水 173.7 1995 27

表流水 124.4 1997 25

伏流水 2,452.6 1993 29

地下水（深） 532.3 1992 30

表流水 371.8 1992 30

表流水 325.6 1995 27

表流水 432.3 1999 23

表流水 185.9 2007 15

表流水 673.9 1999 23

表流水 201.3 1994 28

表流水 62.2 2001 21

地下水（深） 49.3 1983 39

表流水 761.6 2014 8

表流水 50.3 2014 8

湧水 14.0 1976 46

地下水（深） 92.4 1972 50

表流水 882.6 2014 8

表流水 128.7 2005 17

表流水 187.0 1993 29

表流水 350.0 1985 37

表流水 413.2 1987 35

表流水 1,090.5 1987 35

表流水 136.4 1995 27

地下水（深） 30.8 1995 27

表流水 229.9 2010 12

表流水 109.4 1979 43

表流水 253.6 1990 32

表流水 83.6 1995 27

表流水 201.3 1996 26

地下水（浅） 355.4 1978 44

地下水（浅） 50.2 1978 44

地下水（浅） 215.4 2006 16

湧水 204.1 2006 16

地下水（浅） 18.0 2000 22

湧水 10.0 2004 18
※経年は令和4年度末時点

計画給水量（合計値）

施設名称 水源名称 水源種別

計画取水量（合計値）

八
幡
地
域

八幡上水地区

田尻水源（第3水源）

犬啼水源（第1水源）

市島地区 市島水源

初音地区

田尻水源（第2水源）

八幡南部地区 高畑水源

美山地区 坂本水源

安久田地区 安久田水源

横井谷水源

夕谷地区 夕谷水源

小那比地区 小那比水源

入間地区 入間水源

有穂地区 有穂水源

野々倉地区 野々倉水源

河鹿地区 河鹿水源

奥新宮地区 奥新宮水源

開笹地区 開笹水源

口新宮地区 口新宮水源

大
和
地
域

大和中央地区

柿ヶ洞水源

神路第2水源

大和北地区
大間見水源

神路第1水源

上神路水源

落部水源

上神路水源

中央第二水源

大和東地区
栗巣水源

古道水源

小間見水源

白
鳥
地
域

白鳥上水地区
長良川水源

二日町地区 二日町水源

外田水源

向小駄良地区 向小駄良水源

白鳥北部地区 北部水源

白鳥東部地区

東部水源

石徹白地区 石徹白水源

那留水源

中西水源井

阿多岐水源

小洞谷水源

猪洞谷水源

西小洞水源

鷲見地区 鷲見水源

高鷲北部地区 ひるがの水源

切立地区 切立水源

美
並
地
域

美並南部地区 根村谷水源

高
鷲
地
域

高鷲南部地区

大浅柄谷水源

木尾地区 木尾水源

美並中部地区
笹畑谷水源

川千谷水源

美並北部地区

明
宝
地
域

畑佐地区 奈良井川水源

二間手地区
二間手水源

梅原地区 梅原水源

気良水源

寒水地区 寒水水源

小川地区 小川水源

和
良
地
域

和良中央地区

沢水源

東洞水源

東野水源

乙洞水源

厚波地区 厚波水源

田平地区 田平水源

計画取水量

（m3/日）
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3.1.3 浄水方法の概要 

 本市水道事業は、57箇所の浄水施設を保有しており、表流水や伏流水を多く利用してい

ることから、緩速ろ過、急速ろ過、膜ろ過を含めろ過施設の箇所数は 48施設となっていま

す。 

 
表：浄水方法別施設数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

浄水方法 箇所数 備考

緩速ろ過 34

急速ろ過 10

膜ろ過 4

塩素滅菌 9

計 57

令和4年度末時点
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浄水場名称 浄水方法 水源名称 水源種別 竣工年度 経年

田尻水源（第3水源） 伏流水

田尻水源（第2水源） 地下水(浅）
犬啼浄水場 塩素滅菌 犬啼水源（第1水源） 伏流水 1962 60

美山地区 美山浄水場 塩素滅菌 坂本水源 湧水 1986 36
八幡南部地区 八幡南部浄水場 緩速ろ過 高畑水源 表流水 2017 5
安久田地区 安久田浄水場 膜ろ過 安久田水源 湧水 1983 39
初音地区 初音浄水場 緩速ろ過 横井谷水源 表流水 1986 36
市島地区 市島浄水場 緩速ろ過 市島水源 表流水 1989 33
夕谷地区 夕谷浄水場 緩速ろ過 夕谷水源 表流水 1995 27
小那比地区 小那比浄水場 緩速ろ過 小那比水源 表流水 1999 23
有穂地区 有穂浄水場 緩速ろ過 有穂水源 表流水 1998 24
入間地区 入間浄水場 緩速ろ過 入間水源 表流水 1988 34
河鹿地区 河鹿浄水場 緩速ろ過 河鹿水源 表流水 2006 16
野々倉地区 野々倉浄水場 緩速ろ過 野々倉水源 表流水 1998 24
奥新宮地区 奥新宮浄水場 緩速ろ過 奥新宮水源 表流水 2000 22
開笹地区 開笹浄水場 緩速ろ過 開笹水源 表流水 1989 33
口新宮地区 口新宮浄水場 緩速ろ過 口新宮水源 表流水 2001 21

柿ヶ洞浄水場 急速ろ過 柿ヶ洞水源 表流水 1999 23
上神路水源 表流水
上神路水源 湧水
神路第1水源 表流水
神路第2水源 伏流水

落部浄水場 急速ろ過 落部水源 表流水 1997 25
低区浄水場 急速ろ過 中央第二水源 地下水（深） 2013 9
栗巣浄水場 急速ろ過 栗巣水源 表流水 1995 27
古道浄水場 急速ろ過 古道水源 表流水 1997 25

大間見浄水場 緩速ろ過 大間見水源 表流水 1995 27
小間見浄水場 急速ろ過 小間見水源 表流水 1997 25
白鳥浄水場 急速ろ過 長良川水源 伏流水 1993 29
外田浄水場 塩素滅菌 外田水源 地下水（深） 1992 30

二日町地区 二日町浄水場 緩速ろ過 二日町水源 表流水 1992 30
向小駄良地区 向小駄良浄水場 急速ろ過 向小駄良水源 表流水 1995 27
白鳥北部地区 北部浄水場 緩速ろ過 北部水源 表流水 1999 23
石徹白地区 石徹白浄水場 膜ろ過 石徹白水源 表流水 2007 15

東部浄水場 膜ろ過 東部水源 表流水 1999 23
那留浄水場 緩速ろ過 那留水源 表流水 1994 28

阿多岐浄水場 膜ろ過 阿多岐水源 表流水 2001 21
中西浄水場 塩素滅菌 中西水源井 地下水（深） 1983 39
猪洞浄水場 緩速ろ過 猪洞谷水源 表流水 2014 8

東小洞浄水場 緩速ろ過 小洞谷水源 表流水 2014 8
西小洞浄水場 塩素滅菌 西小洞水源 湧水 1976 46

切立地区 切立浄水場 塩素滅菌 切立水源 地下水（深） 1972 50
高鷲北部地区 ひるがの浄水場 緩速ろ過 ひるがの水源 表流水 2014 8
鷲見地区 鷲見浄水場 急速ろ過 鷲見水源 表流水 2005 17
美並南部地区 南部浄水場 緩速ろ過 根村谷水源 表流水 1993 29
美並北部地区 北部浄水場 緩速ろ過 大浅柄谷水源 表流水 1985 37

笹畑谷水源 表流水
川千谷水源 表流水

木尾地区 木尾浄水場 緩速ろ過 木尾水源 表流水 1995 27
梅原地区 梅原浄水場 急速ろ過 梅原水源 地下水（深） 1995 27
畑佐地区 奥住浄水場 緩速ろ過 奈良井川水源 表流水 2010 12

二間手浄水場 緩速ろ過 二間手水源 表流水 1979 43
気良浄水場 緩速ろ過 気良水源 表流水 1990 32

小川地区 小川浄水場 緩速ろ過 小川水源 表流水 1995 27
寒水地区 寒水浄水場 緩速ろ過 寒水水源 表流水 1996 26

下沢浄水場 塩素滅菌 沢水源 地下水（浅） 1978 44
東野浄水場 塩素滅菌 東野水源 地下水（浅） 1978 44

松葉平浄水場 緩速ろ過 乙洞水源 地下水（浅） 2006 16
鹿倉浄水場 緩速ろ過 東洞水源 湧水 2006 16

田平地区 田平浄水場 塩素滅菌 田平水源 地下水（浅） 2000 22
厚波地区 厚波浄水場 緩速ろ過 厚波水源 湧水 2004 18

※経年は令和4年度末時点

44

10

40

表　浄水場一覧

施設名称

八
幡
地
域

八幡上水地区

大和中央地区

2012

1978

1982

緩速ろ過田尻浄水場

緩速ろ過神路浄水場

上神路浄水場

白
鳥
地
域

白鳥上水地区

白鳥東部地区

大
和
地
域

大和北地区

大和東地区

高
鷲
地
域

高鷲南部地区

美
並
地
域

美並中部地区 中部浄水場 緩速ろ過 1987 35

緩速ろ過

和
良
地
域

和良中央地区

明
宝
地
域

二間手地区
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3.1.4 配水池 

 本市水道事業は、126 ヶ所の配水池を保有しており、総容量は V=19,421ｍ3 となってい

ます。また、令和 4 年度末時点の一日最大給水量実績から判断しますと、滞留時間として

標準とされる 12 時間に対して本市水道事業全体で約 25時間分の貯留容量を確保しており、

余裕のある貯留容量となっています。 
 
表：配水池の概要 

 
 
 
 
 
 
 
  

施設 箇所数
容量

（ｍ
3
）

R4一日
最大給水量

（ｍ
3
/日）

滞留時間
（hr）

旧上水道 9 6,144

旧簡易水道 111 13,081

旧飲料水供給施設等 6 196

合計 126 19,421

令和4年度末時点

18,686 24.9
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施設名称 構造
容量

（ｍ3）
竣工年度 ※経年

犬啼配水池 RC造 970.0 1962 60
愛宕配水池 PC造 1,460.0 1974 48
東町配水池 PC造 1,500.0 2018 4
有坂配水池 RC造 68.5 1985 37
亀尾島配水池 RC造 77.4 1985 37

美山地区 鬼谷配水池 RC造 124.0 1986 36
八幡南部配水池 SUS造 208.0 2017 5
相生配水池 SUS造 334.0 2017 5
宇留良配水池 RC造 52.5 1990 32

安久田地区 安久田配水池 RC造 70.0 1983 39
初音地区 初音配水池 RC造 80.0 1986 36
市島地区 市島配水池 RC造 254.1 1989 33

高区配水池 SUS造 72.0 1995 27
低区配水池 SUS造 81.0 1995 27
中央配水池 RC造 147.6 1999 23
東部配水池 SUS造 52.2 1999 23
西部配水池 SUS造 39.6 1999 23

有穂地区 有穂配水池 SUS造 180.0 1998 24
入間地区 入間配水池 SUS造 72.0 2004 18
河鹿地区 河鹿配水池 SUS造 63.0 2003 19
野々倉地区 野々倉配水池 RC造 46.9 1998 24
奥新宮地区 奥新宮配水池 RC造 39.0 2000 22
開笹地区 開笹配水池 RC造 11.0 1989 33
口新宮地区 口新宮配水池 SUS造 35.0 2001 21

高区第１配水池 RC造 170.1 1999 23
高区第２配水池 RC造 252.0 1999 23
低区第１配水池 PC造 245.0 1982 40
低区第２配水池 SUS造 190.0 2002 20
低区第３配水池 SUS造 254.0 2014 8
神路配水池 RC造 100.0 1982 40
上神路配水池 SUS造 54.0 2013 9
落部配水池 RC造 77.6 1997 25
栃尾配水池 RC造 78.7 1998 24
常廣配水池 RC造 105.5 1998 24
栗巣配水池 RC造 63.5 1995 27
領家配水池 RC造 86.6 1997 25
古道配水池 RC造 57.5 1997 25
足代配水池 RC造 72.3 2000 22
平石配水池 RC造 66.5 2000 22
獅穴配水池 RC造 92.7 2000 22
落添配水池 RC造 127.9 1997 25
大間見配水池 RC造 72.2 1995 27
北洞配水池 RC造 62.8 1997 25
石原配水池 RC造 63.5 1997 25
小瀬前配水池 RC造 100.1 1997 25
打越配水池 RC造 74.8 1998 24
井口配水池 RC造 56.3 1994 28
小間見配水池 RC造 74.8 1997 25
フエソ配水池 RC造 110.0 1998 24
白鳥配水池 PC造 1,017.4 1995 27
中ノ棚配水池 PC造 459.7 1995 27
帳締谷配水池 PC造 530.7 1996 26
西坂配水池 RC造 60.0 1998 24

二日町地区 二日町配水池 RC造 168.0 1992 30
高区配水池 RC造 240.0 1995 27
低区配水池 RC造 140.0 1995 27
第一配水池 RC造 55.5 1999 23
第二配水池 RC造 69.9 1999 23
第三配水池 RC造 96.4 1999 23
第四配水池 RC造 126.2 1999 23
第五配水池 RC造 59.2 1998 24
第六配水池 RC造 83.1 1998 24
第七配水池 RC造 60.6 2000 22
高区配水池 SUS造 39.0 2007 15
低区配水池 SUS造 142.6 2007 15

※経年は令和4年度末時点

白
鳥
地
域

八幡上水地区

施設名称

八
幡
地
域

表　配水池一覧

八幡南部地区

夕谷地区

小那比地区

向小駄良地区

大
和
地
域

大和中央地区

大和東地区

白鳥上水地区

白鳥北部地区

石徹白地区

大和北地区
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施設名称 構造
容量

（ｍ3）
竣工年度 ※経年

東部浄水場浄水池 RC造 86.4 2000 22
第１配水池No1 RC造 88.2 1999 23
第１配水池No2 RC造 33.8 2017 5
第２配水池No1高区 RC造 122.4 1999 23
第２配水池No2低区 RC造 156.8 2017 5
第３配水池No1 SUS造 105.0 2000 22
第３配水池No2 SUS造 117.4 2017 5
中西配水池 SUS造 75.0 2017 5
那留配水池 RC造 192.8 1994 28
阿多岐配水池 RC造 109.0 2001 21
中央第１配水池 SUS造 490.6 1997 25
中央第２配水池 RC造 129.5 1988 34
中央第３配水池 RC造 69.0 1996 26
東小洞配水池 RC造 80.2 2017 5
西小洞配水池 SUS造 68.5 2003 19
第１配水池No1 RC造 42.0 1972 50
第１配水池No2 RC造 100.0 1997 25
第２配水池 SUS造 67.3 2000 22
叺配水池 SUS造 627.3 2016 6
中村配水池 RC造 72.0 1978 44
神中配水池 RC造 120.0 1978 44
板橋配水池 RC造 82.8 2017 5
上野配水池 RC造 360.0 2017 5
高区配水池 SUS造 121.8 2005 17
低区配水池 SUS造 58.8 2008 14

美並南部地区 南部配水池 RC造 161.7 1993 29
低区配水池 RC造 201.6 1985 37
高区配水池 RC造 58.1 1987 35
円山配水池 SUS造 120.0 2004 18
粥川高区配水池 RC造 118.8 1988 34
粥川低区配水池 RC造 100.8 1987 35
高原配水池 RC造 91.8 1988 34
下田配水池 RC造 151.2 1990 32
福野配水池 RC造 189.0 1990 32
大矢配水池 RC造 184.8 1990 32
苅安配水池 RC造 291.9 1989 33
大矢本配水池 RC造 84.6 1989 33

木尾地区 木尾配水池 RC造 93.6 1995 27
梅原地区 梅原配水池 RC造 54.0 1995 27

畑佐配水池 RC造 68.6 1978 44
奥住高区配水池 RC造 75.4 1991 31
奥住低区配水池 RC造 100.9 1993 29
二間手配水池 RC造 80.3 1979 43
気良第１配水池 RC造 43.2 1990 32
気良第２配水池 RC造 51.0 1990 32
気良第３配水池 RC造 46.5 1991 31
気良第４配水池No1 SUS造 54.0 2001 21
気良第４配水池No2 RC造 52.5 1991 31
高区配水池 RC造 46.6 1995 27
低区配水池 RC造 61.0 1997 25
第１配水池 RC造 39.6 1996 26
第２配水池 RC造 54.0 1996 26
第３配水池 RC造 35.1 1997 25
第４配水池 RC造 36.9 1998 24
第１配水池 RC造 144.0 1978 44
第２配水池 SUS造 368.0 1978 44
東野配水池 RC造 48.0 1979 43
鹿倉配水池 SUS造 184.0 2008 14
松葉平配水池 SUS造 194.0 2007 15

田平地区 田平配水池 SUS造 52.0 2001 21
厚波地区 厚波配水池 RC造 12.0 2004 18

19,421
※経年は令和4年度末時点

白
鳥
地
域

施設名称

表　配水池一覧

合　　　計

美
並
地
域

美並中部地区

明
宝
地
域

二間手地区

畑佐地区

和
良
地
域

和良中央地区

美並北部地区

白鳥東部地区

切立地区

高鷲北部地区

高
鷲
地
域

鷲見地区

高鷲南部地区

小川地区

寒水地区
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(単位：ｍ)

      用途
管種

DIP
(耐震管)

DIP
(その他)

CIP
HPPE等

(耐震管)
SP等

(耐震管)
SP等

(その他)
ACP VP等 その他 計

法定耐用年数

を超えた管

(40年経過)

導水管 0 6,339 0 6,566 324 131 0 14,569 2,092 30,021 404

送水管 1,609 10,056 0 18,658 574 1 0 9,557 533 40,987 1,590

配水管 1,587 102,714 1,024 162,095 11,708 2,330 0 531,078 39,254 851,790 73,085

計 3,196 119,109 1,024 187,319 12,606 2,462 0 555,204 41,879 922,798 75,079

比率 0.3% 12.9% 0.1% 20.3% 1.4% 0.3% 0.0% 60.2% 4.5% 100.0% 8.1%

<管種記号> Ｒ４年度末時点（水道台帳システムより）

DIP：ダクタイル鋳鉄管（耐震管は、GX継手）

CIP：鋳鉄管

HPPE等：水道配水用ポリエチレン管、繊維補強外装ポリエチレン管等(高密度・融着継手)

SP等：鋼管、ステンレス鋼管、ライニング鋼管等（耐震管は溶接継手）

ACP：石綿管

VP等：硬質塩化ビニル管、耐衝撃性硬質塩化ビニル管等

その他：ポリエチレン管、管種不明管

(単位：ｍ)

      用途
管種

DIP
(耐震管)

DIP
(その他)

CIP
HPPE等

(耐震管)
SP等

(耐震管)
SP等

(その他)
ACP VP等 その他 計

導水管 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

送水管 515 2,509 0 0 43 0 0 0 14 3,081

配水管 934 18,346 1,024 35,830 593 78 0 20,038 11,933 88,775

計 1,449 20,855 1,024 35,830 636 78 0 20,038 11,947 91,856

(単位：ｍ)

      用途
管種

DIP
(耐震管)

DIP
(その他)

CIP
HPPE等

(耐震管)
SP等

(耐震管)
SP等

(その他)
ACP VP等 その他 計

導水管 1,094 500 0 316 0 0 0 1,565 0 3,474

送水管 0 528 0 0 0 0 0 0 0 528

配水管 131 10,749 0 996 1,305 138 0 69,939 1,982 85,240

計 1,225 11,777 0 1,312 1,305 138 0 71,504 1,982 89,241

(単位：m)

      用途
管種

DIP
(耐震管)

DIP
(その他)

CIP
HPPE等

(耐震管)
SP等

(耐震管)
SP等

(その他)
ACP VP等 その他 計

導水管 0 7,047 0 18,342 531 1 0 7,992 519 34,432

送水管 0 5,811 0 6,566 324 131 0 14,569 2,092 29,493

配水管 473 73,614 1 125,181 9,810 2,115 0 441,012 24,431 676,637

計 473 86,472 1 150,089 10,665 2,247 0 463,573 27,042 740,561

3.1.5 管路 

 本市水道事業の管路総延長は、令和 4年度末で約 923km に及びます。そのうち法定耐用

年数（40年）を超過した管路延長は約 75 km となっています。また、脆弱で漏水の原因と

される鋳鉄管（CIP）は 1 km 程度ですが、耐震性の低い塩化ビニル管（VP等）は 555km 程

度と、管路総延長の約 60％を占めています。これらの老朽管及び非耐震管に関しては、計

画的に更新を行っていく必要があります。 

 

表：用途別管種別延長：郡上市集計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表：用途別管種別延長：旧八幡上水地区 

 
 

 

 

 

表：用途別管種別延長：旧白鳥上水地区 

 

 

 

 

 

表：用途別管種別延長：その他地区（旧簡易水道事業、飲料水供給施設等） 
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環境水道部 水道総務課 水道総務係 ２名

上水 １名
下水 １名

水道経理係 ５名

上水 ３名
下水 ２名

水道工務課 上水道係 ６名

上水 ６名

下水道係 ３名

下水 ３名

3.1.6 運営管理状況 

 本市水道の運営管理状況として、郡上市定員適正化計画（第３次改訂版：平成 31 年 4 月）

に基づき、現在以下の組織体制で運営しています。 
 今後はさらなる業務の効率化や給水サービスの向上が図れる運営管理体制を検討するこ

とが重要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：郡上市水道事業の組織体制（令和 5年 4月時点） 
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水量（ｍ
3
） 金額(円） 水量（ｍ

3
） 金額(円）

φ13mm 0～20 2,400 21～ 120

φ20mm 0～20 2,400 21～ 120

φ25mm 0～50 6,000 51～ 120

φ30mm 0～80 9,600 81～ 130

φ40mm 0～150 18,000 151～ 140

φ50mm 0～250 30,000 251～ 140

臨時用 0～10 5,000 11～ 200

準公設消火栓 0～10 4,000 11～ 200

基本料金 従量料金

２か月料金　（税抜）

メーター口径

3.1.7 水道料金と料金水準 

 本市における料金収入は、継続する人口減少や需要者の節水傾向により使用水量が減少

する中で、将来的にも増加が見込めない状況にあります。 
 一方、支出面においては、拡張・統合期から維持管理の時代を迎えつつありますが、今

後の水道施設の更新や耐震化等に要する経費の増加が予想され、大変厳しい状況にありま

す。 
 このことから、今後はコスト縮減はもちろんのこと、更新基準の設定による施設の延命

化や投資の平準化を検討するとともに緊急性や重要度の高い事業に重点を置きながら、財

政状況のバランスの取れた効率的・効果的な事業経営を進めていくことが重要です。 
 
(1) 水道料金 

 郡上市の水道は平成 30 年 4 月より市内１水道として運営しており、水道料金は基本水量

付口径別単一従量制を採用しています。 
 
表：水道料金（令和 4 年度末時点） 
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1,462

1,470

1,495

1,549

1,560

1,570

1,750

1,780

1,800

1,810

1,980

2,000

2,070

2,167

2,200

2,210

2,250

2,272

2,345

2,380

2,400

2,600

2,880

2,895

3,000

3,100

3,180

3,200

3,300

3,386

3,390

3,500

3,550

3,550

3,655

3,740

3,780

4,060

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500

笠松町

揖斐川町

神戸町

岐南町

関市

北方町

瑞穂市

大垣市

輪之内町

羽島市

垂井町

安八町

大野町

下呂市

山県市

各務原市

美濃市

本巣市

岐阜市

高山市

郡上市

飛騨市

多治見市

養老町

池田町

中津川市

可児市

関ヶ原町

海津市

恵那市

富加町

美濃加茂市

瑞浪市

土岐市

川辺町

坂祝町

御嵩町

八百津町

使用量(φ13) 月20m3使用した場合（税抜）

(2) 料金水準 

 令和 4 年度末時点の県内の水道料金一覧を以下図に示します。本市の水道料金は、メー

ター口径φ13mm で１ヶ月 20ｍ3 使用した場合は 2,400 円（税抜）であり県内において中

間あたりに位置しています。今後も経営効率化等により運営コストの低減を図っていくこ

とが重要です。 
 
 
 
 
 
 
 
  

図：県内の水道料金（φ13mm、月 20m3使用した場合：税抜） 

令和 5年 3月現在 
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3.1.8 需要者サービスの状況 

 水道の開始・中止などの手続きや料金に関すること、給水装置工事、漏水に関すること

などについて、水道総務課や各振興事務所振興課を窓口として需要者サービスを行ってい

ます。また、市のホームページでは、水道料金に関することや水道水質、漏水チェック等

の情報提供を行っています。 
 今後も多様化する需要者ニーズに的確に応えていくために、窓口サービスの向上や広報

活動のあり方を検討していく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：市ホームページによる情報提供 

 
 
 
  

3 - 14



3.2 安全な水の供給は保証されているか 

3.2.1 適切な水質検査の実施 

 本市水道では、水道法に基づき定期の水質検査項目や検査頻度、水質検査方法、採水箇

所や水質検査結果等を明記した水質検査計画を毎年度策定しています。この計画に従い、

原水や給水栓末端部での水質検査を行ったうえで、安全な水道水を供給しています。 
 今後においても、水質検査計画を毎年度適切に策定し、計画に基づき適切に水質検査を

行い、安全で良質な水道水を供給しつづける必要があります。 

 次頁に令和 4 年度郡上市水質検査計画で位置づけられた水質検査において実施する検査

項目、検査頻度を示します。 
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3.2.2 原水水質の状況 

 本市水道事業では、原水水質に応じた適切な浄水方法を選定し、適正な浄水処理により

安全な水道水を供給しています。 
 一方、塩素滅菌のみの施設で原水より指標菌が検出されている施設が存在しており、ク

リプトスポリジウム等による汚染のおそれがある状況（レベル３）となっています。これ

らの施設に対して、対策を検討し実施していく必要があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：水道原水に係るクリプトスポリジウム等による汚染のおそれの判断フロー 

（水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針：R1.5 厚生労働省を基に作成） 

原水は地表水 レベル４

レベル３

適切なろ過の実施
又は紫外線処理

レベル２

原水の指標菌検査
による監視の徹底

レベル１

隔絶性の確認

あり はい

はい

いいえ

なし
いいえ

原水での指標菌の検出

原水は地表水等が混入して
いない被圧地下水のみ

伏流水、浅井戸、湧水等

適切なろ過の実施
又はろ過後に紫外線処理
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表：必要な施設整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針：R1.5 厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

 

表：施設整備中の管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針：R1.5 厚生労働省健康局水道課）  

レベル 施設整備中の管理

レベル４

　クリプトスポリジウム等対策のために必要な施設整備を早急に完了する必要があるが、整備中の期間において
は、原水の濁度を常時計測して、その結果を遅滞なく把握できるようにし、渇水等により原水の濁度レベルが通常
より高くなった場合には、原則として取水の濁度が通常のレベルに低下するまでの間、取水停止を行うこと。
　ただし、上流の河川工事等が水道原水の濁度を上昇させている場合、底泥をまき上げない工事等のように必ず
しもクリプトスポリジウム等による汚染を生じさせないものもあるため、当該工事の種類、場所その他を勘案して取
水停止の必要性を判断すること。

レベル３

　クリプトスポリジウム等対策のために必要な施設整備に時間を要する場合には、以下のいずれかの措置をとるこ
と。
・過去の水質検査結果等から渇水等により原水の濁度レベルが高くなることが明らかである場合には、原水の濁
度を常時計測して、その結果を遅滞なく把握できるようにし、原水の濁度レベルが通常よりも高くなった場合に
は、原則として原水の濁度が通常のレベルに低下するまでの間、取水停止を行うこと。
・その他の場合には、原水のクリプトスポリジウム等及び指標菌の検査の結果、クリプトスポリジウム等による汚
染のおそれが高くなったと判断される場合には、取水停止等の対策を講じること。

■指標菌とは 

水道原水のクリプトスポリジウム等による汚染（糞便汚染）の恐れは、指標菌検査によって判断することができる。指標菌

は温血動物の常在菌であり、糞便に多数存在する大腸菌と、塩素耐性を持ちクリプトスポリジウムと高い出現相関が認めら

れている嫌気性芽胞菌となっている。水道原水中に指標菌どちらか一方でも存在する場合は、クリプトスポリジウム等によ

る汚染の恐れが高いと判断できる。 

レベル 必要な施設整備

レベル４

以下のいずれかの施設を整備すること。

(a) ろ過設備（急速ろ過、緩速ろ過、膜ろ過）であって、ろ過池またはろ過膜の出口の濁度を0.1度以下に維持することが可

能なもの。

(b) ろ過設備（急速ろ過、緩速ろ過、膜ろ過等）及びろ過後の水を処理するための紫外線処理設備であって、以下の要件を

満たすもの。

　①クリプトスポリジウム等を99.9%以上不活化できる紫外線処理設備であること。

　②十分に紫外線が照射されていることを常時確認可能な紫外線強度計を備えていること。

　③ろ過池等の出口の濁度の常時測定が可能な濁度計を備えていること。

レベル３

以下のいずれかの施設を整備すること。

(a) ろ過設備（急速ろ過、緩速ろ過、膜ろ過）であって、ろ過池等の出口の濁度を0.1度以下に維持することが可能なもの。

(b) 紫外線処理設備であって、以下の要件を満たすもの。

　①クリプトスポリジウム等を99.9%以上不活化できる紫外線処理設備であること。

　②十分に紫外線が照射されていることを常時確認可能な紫外線強度計を備えていること。

　③原水の濁度の常時測定が可能な濁度計を備えていること（過去の水質検査結果等から水道の原水の濁度が2度に

　　達しないことが明らかである場合を除く。）。
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3.2.3 給水装置の管理区分 

 道路に埋められている配水管から分岐して、各家庭に配る水道管を「給水管」といいま

す。これに直結して取り付けてある止水栓、量水器（貸与品）、蛇口などの給水用具のこと

を「給水装置」といいます。給水装置は個人の所有物（財産）であり、水道の使用者もし

くは管理者、所有者が管理するものです。日頃から漏水の確認をされるなど、適正な維持

管理を行っていただくことが大切になります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：給水装置の管理区分 

 
  

(貸与品) 

新設設置  配水管から宅内までの工事費用はお客様の負担

管理  水道の使用者または管理人もしくは給水装置の所有者
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3.3 危機管理への対応は徹底されているか 

3.3.1 水道における災害対策の必要性 

 平成 23 年 3月 11 日 14 時 46 分に三陸沖を震源とする M9.0 の地震が発生し、東日本を中

心に北海道から九州にかけて広い範囲で揺れを観測し、水道施設においては 22都道県で断

水が発生し、総断水戸数は 256.7 万戸に及び、多大な被害が発生しました。 

 本市水道における災害対策の取組として、耐震化対策としては浄水場や配水池等の施設

の耐震化や管路の耐震化、停電対策、消火用水の確保等を行うとともに、応急対策として

は危機管理マニュアルの策定や他事業体との災害協定の締結等の対策を行ってきました。 

 厚生労働省が公表した新水道ビジョンにおいては、確実な給水の確保のための当面の目

標点として、すべての水道事業者において、地震等の災害に対して総合的な危機管理体制

の確立を目指しつつ、自らの給水区域内で最も重要な給水拠点を設定し、当該拠点を連絡

する管路、配水池、浄水場の耐震化を完了させるとともに、災害時に有効に機能するよう、

地元関係行政機関、災害拠点施設、水道工事業者、登録検査機関、住民等が適切に連携し

た対応の方針・方策を取りまとめるものとしており、本市においても計画的かつ継続して

災害対策を推進していく必要があります。 
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3.3.2 水道施設の耐震化状況 

(1) 配水池の耐震化状況について 

 令和 4 年度末における配水池の耐震化状況を下表に示します。 

  現行の耐震水準（レベル２地震動対応）を保有する配水池は 22 池（総有効容量 6,346ｍ3）

であり、耐震化率は 33％程度となっています。これは、岐阜県や全国規模で見た場合と比

較し、低いものとなっています。 

上記以外の耐震性が明確に確認できない配水池においては、施設規模や重要度を考慮し

て計画的に耐震診断を行い、耐震性がないと判断された配水池については、耐震補強や更

新による耐震化を行っていく必要があります。 

 

表：配水池の耐震化状況 

業務指標（PI 値） 郡上市 岐阜県※ 全 国※ 

全有効容量（ｍ3） 19,421 664,008 41,235,979 

配水池の耐震化有効容量（ｍ3） 6,346 425,800 25,693,858 

配水池の耐震化率（％） 32.7 64.1 62.3 

※岐阜県、全国は、「水道事業における耐震化の状況（令和 3 年度）、令和 5年 3 月 6 日、 

厚生労働省」より 
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※レベル２：設置地点で発生すると想定される地震動のうち、発生確率は低いが最大規模の強さを有するもの 

表　配水池耐震化状況

施設名称 構造
容量

（ｍ3）
竣工年度

耐震水準
レベル2

犬啼配水池 RC造 970.0 1962
愛宕配水池 PC造 1,460.0 1974
東町配水池 PC造 1,500.0 2018 1,500.0
有坂配水池 RC造 68.5 1985
亀尾島配水池 RC造 77.4 1985

美山地区 鬼谷配水池 RC造 124.0 1986
八幡南部配水池 SUS造 208.0 2017 208.0
相生配水池 SUS造 334.0 2017 334.0
宇留良配水池 RC造 52.5 1990

安久田地区 安久田配水池 RC造 70.0 1983
初音地区 初音配水池 RC造 80.0 1986
市島地区 市島配水池 RC造 254.1 1989

高区配水池 SUS造 72.0 1995
低区配水池 SUS造 81.0 1995
中央配水池 RC造 147.6 1999
東部配水池 SUS造 52.2 1999
西部配水池 SUS造 39.6 1999

有穂地区 有穂配水池 SUS造 180.0 1998
入間地区 入間配水池 SUS造 72.0 2004
河鹿地区 河鹿配水池 SUS造 63.0 2003
野々倉地区 野々倉配水池 RC造 46.9 1998
奥新宮地区 奥新宮配水池 RC造 39.0 2000
開笹地区 開笹配水池 RC造 11.0 1989
口新宮地区 口新宮配水池 SUS造 35.0 2001

高区第１配水池 RC造 170.1 1999
高区第２配水池 RC造 252.0 1999
低区第１配水池 PC造 245.0 1982 245.0
低区第２配水池 SUS造 190.0 2002
低区第３配水池 SUS造 254.0 2014 254.0
神路配水池 RC造 100.0 1982
上神路配水池 SUS造 54.0 2013 54.0
落部配水池 RC造 77.6 1997
栃尾配水池 RC造 78.7 1998
常廣配水池 RC造 105.5 1998
栗巣配水池 RC造 63.5 1995
領家配水池 RC造 86.6 1997
古道配水池 RC造 57.5 1997
足代配水池 RC造 72.3 2000
平石配水池 RC造 66.5 2000
獅穴配水池 RC造 92.7 2000
落添配水池 RC造 127.9 1997
大間見配水池 RC造 72.2 1995
北洞配水池 RC造 62.8 1997
石原配水池 RC造 63.5 1997
小瀬前配水池 RC造 100.1 1997
打越配水池 RC造 74.8 1998
井口配水池 RC造 56.3 1994
小間見配水池 RC造 74.8 1997
フエソ配水池 RC造 110.0 1998
白鳥配水池 PC造 1,017.4 1995 1,017.4
中ノ棚配水池 PC造 459.7 1995 459.7
帳締谷配水池 PC造 530.7 1996
西坂配水池 RC造 60.0 1998

二日町地区 二日町配水池 RC造 168.0 1992
高区配水池 RC造 240.0 1995
低区配水池 RC造 140.0 1995
第一配水池 RC造 55.5 1999
第二配水池 RC造 69.9 1999
第三配水池 RC造 96.4 1999
第四配水池 RC造 126.2 1999
第五配水池 RC造 59.2 1998
第六配水池 RC造 83.1 1998
第七配水池 RC造 60.6 2000
高区配水池 SUS造 39.0 2007 39.0
低区配水池 SUS造 142.6 2007 142.6
東部浄水場浄水池 RC造 86.4 2000
第１配水池No1 RC造 88.2 1999
第１配水池No2 RC造 33.8 2017 33.8
第２配水池No1高区 RC造 122.4 1999
第２配水池No2低区 RC造 156.8 2017 156.8
第３配水池No1 SUS造 105.0 2000
第３配水池No2 SUS造 117.4 2017 117.4
中西配水池 SUS造 75.0 2017 75.0
那留配水池 RC造 192.8 1994
阿多岐配水池 RC造 109.0 2001

白
鳥
地
域

白鳥上水地区

向小駄良地区

白鳥北部地区

石徹白地区

白鳥東部地区

大
和
地
域

大和北地区

大和東地区

大和中央地区

施設名称

八
幡
地
域

八幡上水地区

八幡南部地区

夕谷地区

小那比地区
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※レベル２：設置地点で発生すると想定される地震動のうち、発生確率は低いが最大規模の強さを有するもの 

表　配水池耐震化状況

施設名称 構造
容量

（ｍ3）
竣工年度

耐震水準
レベル2

中央第１配水池 SUS造 490.6 1997
中央第２配水池 RC造 129.5 1988
中央第３配水池 RC造 69.0 1996
東小洞配水池 RC造 80.2 2017 80.2
西小洞配水池 SUS造 68.5 2003
第１配水池No1 RC造 42.0 1972
第１配水池No2 RC造 100.0 1997
第２配水池 SUS造 67.3 2000
叺配水池 SUS造 627.3 2016 627.3
中村配水池 RC造 72.0 1978
神中配水池 RC造 120.0 1978
板橋配水池 RC造 82.8 2017 82.8
上野配水池 RC造 360.0 2017 360.0
高区配水池 SUS造 121.8 2005 121.8
低区配水池 SUS造 58.8 2008 58.8

美並南部地区 南部配水池 RC造 161.7 1993
低区配水池 RC造 201.6 1985
高区配水池 RC造 58.1 1987
円山配水池 SUS造 120.0 2004
粥川高区配水池 RC造 118.8 1988
粥川低区配水池 RC造 100.8 1987
高原配水池 RC造 91.8 1988
下田配水池 RC造 151.2 1990
福野配水池 RC造 189.0 1990
大矢配水池 RC造 184.8 1990
苅安配水池 RC造 291.9 1989
大矢本配水池 RC造 84.6 1989

木尾地区 木尾配水池 RC造 93.6 1995
梅原地区 梅原配水池 RC造 54.0 1995

畑佐配水池 RC造 68.6 1978
奥住高区配水池 RC造 75.4 1991
奥住低区配水池 RC造 100.9 1993
二間手配水池 RC造 80.3 1979
気良第１配水池 RC造 43.2 1990
気良第２配水池 RC造 51.0 1990
気良第３配水池 RC造 46.5 1991
気良第４配水池No1 SUS造 54.0 2001
気良第４配水池No2 RC造 52.5 1991
高区配水池 RC造 46.6 1995
低区配水池 RC造 61.0 1997
第１配水池 RC造 39.6 1996
第２配水池 RC造 54.0 1996
第３配水池 RC造 35.1 1997
第４配水池 RC造 36.9 1998
第１配水池 RC造 144.0 1978
第２配水池 SUS造 368.0 1978
東野配水池 RC造 48.0 1979
鹿倉配水池 SUS造 184.0 2008 184.0
松葉平配水池 SUS造 194.0 2007 194.0

田平地区 田平配水池 SUS造 52.0 2001
厚波地区 厚波配水池 RC造 12.0 2004

19,421 6,346合　　　計

小川地区

寒水地区

和
良
地
域

和良中央地区

明
宝
地
域

畑佐地区

二間手地区

美
並
地
域

美並北部地区

美並中部地区

高
鷲
地
域

高鷲南部地区

切立地区

高鷲北部地区

鷲見地区

施設名称
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(2)管路の耐震化状況について 

 本市水道事業における管路の耐震化状況を下表に示します。 

  本市の管路全体の耐震管割合は 22％程度であり、耐震化が進んでいるとは言えません。 

また基幹管路についても、岐阜県や全国平均と比較して低い耐震化状況となっています。 

  今後は災害時の安定的な水供給のため、計画的に管路の耐震化を進める必要があります。 

 

表：管路の耐震化状況 

業務指標（PI 値） 郡上市 岐阜県※ 全 国※ 

管路の耐震化率（％） 22.0 － － 

基幹管路の耐震管率（％） 28.0 32.9 27.4 

基幹管路の耐震適合率（％） 28.0 40.1 41.2 

※岐阜県、全国は、「水道事業における耐震化の状況（令和 3 年度）、令和 5年 3 月 6 日、 

厚生労働省」より 
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3.3.3 管路等の被害想定 

  岐阜県では平成 23～24 年度にかけて南海トラフ地震と内陸活断層の直下型地震を対象に

地震被害想定を行っており、この結果をもとに平成 30 年度に管路被害想定を行っています。 

  これによると、管路の被害率は本市全体で 0.37 箇所/km 程度となり、白鳥地域や明宝地

域で被害率が高くなっています。また、被害件数は、本市全体で 330 箇所程度の被害が想

定され、白鳥、明宝地域で 70～90 箇所、八幡、大和地域で 50 箇所以上の被害（断水箇所）

が想定されます。また、被害率から想定される断水予測では、明宝地域で震災直後の断水

率が 100％近くになるほか、白鳥地域で 60％程度、大和及び和良地域で 50％程度、八幡、

美並、高鷲地域で 30％程度の断水予測となっています。 

  本市は比較的地盤状況が良好ですが、耐震性の低い塩化ビニル管の布設割合が 60％以上

と多く、想定以上の被害が発生することも予想されます。また、旧簡易水道地区などでは

樹脂状管路となっている場合が多く、基幹管路 1 カ所の断水で末端まで影響が及ぶことも

容易に想定されます。 

今後は、地震発生時の断水被害を最小限にとどめるため、老朽管の更新と合わせて重要

拠点施設への給水確保も含めた管路の耐震化を実施するとともに、災害時の応急給水体制

の整備・強化を行う必要があります。 

 

 

 

図：配水管被害率と復旧開始時断水率の関連図 

「水道の耐震化計画等策定指針の解説、平成 20 年 10 月、財」水道技術研究センター」より 
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図：管路の地震被害率（箇所/km） 平成 30 年度に算定 
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図：管路の地震被害箇所数（箇所） 平成 30 年度に算定 
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3.3.4 災害時の応急体制 

(1) 災害協定 

 大規模地震等における応急給水作業は、市の災害対策本部の構成員として基本的に本市

水道事業者が担当しますが、水道事業者のみで対応することは人員確保等の面で現実的に

困難です。このため、災害発生後において、市民のみなさまに対する給水制限や給水停止

等を最低限に抑えることができるよう、本市水道では災害時に関する協定を締結していま

す。今後も災害時の対応を確実なものにできるよう、相互応援ネットワークの構築を広げ

ていくことが重要です。 
 
表：災害時に関する応援協定等（郡上市地域防災計画から一部抜粋） 

 

  

協定名称 協定締結先 協定締結日

郡上市の災害応援協定に関する協定書 （社）郡上建設業協会 H16.12.14

災害時相互応援協定 福井県大野市 H19.2.5

災害応急対策活動の相互応援に関する協定 兵庫県篠山市 H24.1.11

災害応急対策活動の相互応援に関する協定 三重県志摩市 H25.7.13

災害時相互協力協定 東京都港区 H26.2.6

岐阜県及び市町村災害時相互応援協定書 岐阜県及び県内市町村 R3.6.30

岐阜県水道災害相互応援協定
岐阜県内の水道事業を行う市町村、
県営水道用水供給事業者

H9.4.1

災害時相互応援に関する協定 （社）日本水道協会中部地方支部 H29.10.15
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(2) 応急給水用資機材の備蓄状況 

 本市水道では、応急給水計画に基づき、災害時における応急給水用資機材を配備してい

ます。今後は本市水道の耐震化計画に基づき応急給水用資機材の追加等を検討する必要が

あります。 
 
表：応急給水用資機材の備蓄状況 

 

 

 

 

 

  

保管場所名 備考

8.0 ｔ 1 基 白鳥浄水場 地上設置型

4.0 ｔ 1 基 白鳥浄水場 地上設置型

1.0 ｔ 4 基 大和中央浄化ｾﾝﾀｰ 車載用

1.0 ｔ 1 基 大和庁舎 車載用

0.5 ｔ 2 基 水道部事務所 車載用

0.50 ｔ 6 基 大和庁舎 車載用

0.5 ｔ 1 基 白鳥浄水場 車載用

0.5 ｔ 2 基 高鷲庁舎 車載用

0.5 ｔ 1 基 美並庁舎 車載用

20.0 ℓ 19 個 水道部事務所

20.0 ℓ 2 個 大和庁舎

20.0 ℓ 6 個 白鳥浄水場

20.0 ℓ 28 個 高鷲庁舎

20.0 ℓ 89 個 美並庁舎

20.0 ℓ 18 個 大谷格納庫

20.0 ℓ 5 個 小川消防詰所

20.0 ℓ 25 個 和良庁舎

18.0 ℓ 7 個 大和庁舎

18.0 ℓ 39 個 高鷲庁舎

4.0 ℓ 110 個 水道部事務所

4.0 ℓ 75 個 白鳥浄水場

1 基 郡上市役所

1 基 郡上市役所

4.0 ｔ 1 台 郡上市役所

2.0 ｔ 1 台 郡上市役所

令和4年度末時点

資器材の種類 仕様 数量 保管場所住所

仮設水槽 郡上市白鳥町白鳥617-2

仮設水槽 郡上市白鳥町白鳥617-2

給水タンク（ステンレス） 郡上市大和町徳永222

給水タンク（ポリ） 郡上市大和町徳永585

給水容器 郡上市大和町徳永585

給水タンク（ポリ） 郡上市八幡町島谷228

給水タンク（ポリ） 郡上市大和町徳永585

給水タンク（ポリ） 郡上市白鳥町白鳥617-2

給水タンク（ポリ） 郡上市高鷲町大鷲2349-1

給水タンク（ポリ） 郡上市美並町白山725-3

給水容器 郡上市八幡町島谷228

給水容器 郡上市白鳥町白鳥617-2

給水容器 郡上市高鷲町大鷲2349-1

給水容器 郡上市美並町白山725-3

給水容器 郡上市明宝大谷

給水容器 郡上市明宝小川

給水容器 郡上市和良町沢1056-1

給水容器 郡上市大和町徳永585

給水容器 郡上市高鷲町大鷲2349-1

給水容器 郡上市八幡町島谷228

給水容器 郡上市白鳥町白鳥617-2

可搬式膜ろ過装置 郡上市八幡町島谷228

ﾀﾝｸ積載車両（ｸﾚｰﾝ付） 郡上市八幡町島谷228

3.0ｔ/ｈ処理

7.8ｔ/ｈ処理

給水車 郡上市八幡町島谷228

可搬型浄水装置 郡上市八幡町島谷228
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3.4 水道法改正への対応 

 厚生労働省は全国の水道普及率が 98.0％（平成 29 年度末）を達成し、これまでの水道の

拡張整備を前提とした時代から既存の水道の基盤を確固たるものとしていくことが求めら

れる時代に変化したとして、直面している以下の課題を挙げています。 
 
 ①水道施設の老朽化の進行 
 ②耐震化の遅れ 
 ③多くの水道事業者が小規模で経営基盤が脆弱 
 ④計画的な更新のための備えが不足 
 
 これらの課題を解決し、将来にわたり安全な水の安定供給を維持していくためには水道

の基盤強化を図ることが必要として、令和元年 10 月 1 日に改正水道法が施行されました。 
 以下に改正水道法の概要を示します。本市水道においてもこれらの改正水道法を踏まえ、

事業を遂行していくことが重要です。 
 
 
 
 
  

※令和元年度水道技術管理者研修資料より 
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指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

一日平均配水量 (m3/日) 13,800 13,477 13,534 13,833 13,222

施設能力 (m3/日) 23,341 23,341 23,341 23,341 23,341

施設利用率（％） 59.1 57.7 58.0 59.3 56.6

B104 : 施設利用率（％） = (一日平均配水量/施設能力)×100

59.12

57.74
57.98

59.26

56.65

60.74 61.17
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61.0

63.0

65.0

H30 R1 R2 R3 R4

指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

一日最大配水量 (m3/日) 19,239 17,328 17,903 17,764 18,686

施設能力 (m3/日) 23,341 23,341 23,341 23,341 23,341

最大稼働率（％） 82.4 74.2 76.7 76.1 80.1

B105 : 最大稼働率（％） = (一日最大配水量/施設能力)×100

82.4

74.2
76.7 76.1

80.1

72.8
72.5

71.9

69.7
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3.5 業務指標一覧 
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指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

年間有収水量 (m3) 4,129,000 4,024,000 4,058,000 4,013,000 3,785,000

年間配水量 (m3) 5,037,000 4,919,000 4,940,000 5,049,000 4,826,000

有収率（％） 82.0 81.8 82.1 79.5 78.4

B112 : 有収率（％） = (年間有収水量/年間配水量)×100

82.0
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指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

営業収益 (千円) 573,365 564,168 568,168 563,842 401,783

営業外収益 (千円) 626,397 651,490 632,896 700,945 876,994

営業費用 (千円) 998,283 1,029,706 1,030,036 1,119,759 1,124,354

営業外費用 (千円) 132,305 121,900 109,416 100,544 111,765

経常収支比率（％） 106.1 105.6 105.4 103.6 103.5

C102 : 経常収支比率（％） = [(営業収益＋営業外収益)/(営業費用＋営業外費用)]×100
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指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

企業債残高 (千円) 7,937,785 7,355,516 6,775,689 6,424,831 6,085,416

給水収益 (千円) 554,122 544,780 548,906 544,455 382,303

給水収益に対する企業債残高の割合（％） 1,432.5 1,350.2 1,234.4 1,180.0 1,591.8

C112 : 給水収益に対する企業債残高の割合（％） = (企業債残高/給水収益)×100

1,432.5 1,350.2
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指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

供給単価 (円/ m3) 134 135 135 136 101

給水原価 (円/ m3) 200 212 207 224 240

料金回収率（％） 67 64 65 61 42

C113 : 料金回収率（％） = (供給単価/給水原価)×100
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指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

給水収益 (千円) 554,122 544,780 548,906 544,455 382,303

年間有収水量 (千m3) 4,129 4,024 4,058 4,013 3,785

供給単価（円/m3） 134.2 135.4 135.3 135.7 101.0

C114 : 供給単価（円/m3） = 給水収益/年間有収水量

134.2 135.4 135.3 135.7
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※R4 は物価高騰支援策として 8 ヶ月分の基本料金の免除に伴う給水収益の減少により供給単価は下がっている。 

※R4 は物価高騰支援策として 8 ヶ月分の基本料金の免除に伴う給水収益の減少により供給単価は下がっている。 
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指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

建設改良のための企業債償還元金 (千円) 621,484 670,871 682,227 693,058 687,216

減価償却費 (千円) 714,338 697,769 700,494 743,407 739,112

長期前受金戻入 (千円) 302,872 300,347 300,385 323,264 327,969

企業債償還元金対減価償却費比率（％） 151.0 168.8 170.5 165.0 167.1

C121 : 企業債償還元金対減価償却費比率（％）

            = [建設改良のための企業債償還元金/(当年度減価償却費-長期前受金戻入)］×100

151.0 168.8 170.5 165.0 167.1
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95.2 94.0 95.4

63.6
64.2 64.3 64.4

67.1
65.3 65.7 66.3

50.0

75.0

100.0

125.0

150.0

175.0

H30 R1 R2 R3 R4

指標の優位性 ●郡上市 ◆類似団体 ▲県内 ■全国

H30 R1 R2 R3 R4

経常費用 (千円) 1,130,588 1,151,606 1,139,452 1,220,303 1,236,119

受託工事費 (千円) 0 0 0 0 0

材料及び不用品売却原価 (千円) 0 0 0 0 0

附帯事業費 (千円) 0 0 0 0 0

長期前受金戻入 (千円) 302,872 300,347 300,385 323,264 327,969

年間有収水量 (千m3) 4,129 4,024 4,058 4,013 3,785

給水原価（円/m3） 200.5 211.5 206.8 223.5 239.9

C115 : 給水原価（円/m3） = [経常費用− (受託工事費+ 材料及び不要品売却原価+ 附帯事業費+

                                             長期前受金戻入)]  ⁄ 年間有収水量
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第４章 将来の事業環境と対応すべき課題の整理 

  

4.1 概要 

 本市水道事業が取り組むべき事項や実現方策の提示に当たっては、社会経済情勢等の変

化に伴う将来の事業環境を予測し、将来の水道を取り巻く環境がどのようになるかを認識

しておくことが重要です。このため、本市水道事業を取り巻く環境について提示し、取り

組むべき事項や実現方策等の展開につなげます。 
 
4.2 人口減少社会の到来 

 本市の人口について、郡上市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（以下、「郡上市人口

ビジョン」）1920 年（T1）の第１回国勢調査の結果からの人口推移をみると、1950 年（S25）

の 65,569 人をピークとして人口が減少し続けています。2000 年（H12）には５万人を割り

込み、2015 年（H27）では 42,090 人となり、ピーク時に比べて約 23,000 人減少しています。

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計によると、2045 年（R27）には 28,618 人

にまで減少するとされており、2015 年（H27）からの人口減少率は約 32％となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図：郡上市の総人口と年齢３区分別人口の推移 

〔郡上市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン(改訂版)（令和 2年 3月）〕 
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 また、郡上市人口ビジョンでは本市人口の将来展望について、合計特殊出生率を 2040 年

（R22）までに 2.2 とし、2015 年以降、年間で平均約 50 人の社会増減数の改善を継続する

ものとし、2065 年（R47）の総人口を 26,000 人程度にすることを目指しています。 

 何れにしても、今後は人口減少に伴う水需要の減少により施設の余剰能力が発生するこ

とから、これらを活用した給水区域の拡張、旧簡易水道や旧小規模水道の統廃合を積極的

に行っていく必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：郡上市の総人口と年齢３区分別人口の推移 

〔郡上市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン(改訂版)（令和 2年 3月）〕 
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 また、年少人口（0-14 歳）は、戦後一貫して減少が続き、現在でも一定の減少率で推移

しています。生産年齢人口（15-64 歳）は、戦後において総人口と同様に 1955 年（S30）か

ら減少が続き、1970 年代の高度経済成長期に一時緩やかになったものの、1980 年代後半か

ら 1990 年代前半にかけてのバブル経済期以降減少が続いています。老年人口（65 歳以上）

は戦後増加を続け、1990 年には年少人口を上回り、2000 年前半にかけて増加率が増え、そ

の後は微増が続いています。社人研の将来人口推計によると 2045 年（R27）では市民の 2.1

人に一人は 65歳以上の高齢者となり、人口の 46％を占めるようになります。また、高齢者

を支える年代である生産年齢人口 0.93 人で高齢者一人を支えることとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、令和 4年度末時点の年齢別男女別人口構成を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：年齢別男女別人口構成 

〔郡上市総務部市民課：住民基本台帳（令和 4年度末時点）〕 

図：年齢３区分別人口の割合と推移 

〔郡上市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン(改訂版)（令和 2年 3月）〕 
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4.3 施設の効率性の低下 

 本市水道における給水量の実績を以下に示します。給水人口は減少しており、一人当た

りの使用水量は増加していますが、有収水量や一日平均給水量は過去 10年を通して増減は

あるものの減少傾向となっています。一日最大給水量は増減していますが、平成 25年度と

令和 4年度を比較すると大きな変化はありません。 

 

表：郡上市水道における給水量の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年　　度  平 成 令和

 項　　目 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4

　行　政　区　域　内　人　口 （人）
44,732 44,158 43,538 42,887 42,300 41,592 40,882 40,194 39,375 38,761

　給  水  区  域  内  人  口 （人）
42,356 41,806 41,431 40,862 40,276 41,428 40,735 40,044 39,226 38,608

　現　 在　 給　 水　 人　 口 （人）
37,390 35,907 35,701 35,163 34,600 35,451 34,659 33,907 32,359 31,429

　普　　　　　及　　　　　率 （％）
88.3% 85.9% 86.2% 86.1% 85.9% 85.6% 85.1% 84.7% 82.5% 81.4%

　給　　　水　　　戸　　　数 （戸）

一人一日平均使用水量 （L/人/日）
280 286 282 284 289 279 279 290 300 291

 一日平均使用水量 （ｍ３／日）
10,465 10,268 10,053 9,970 9,987 9,905 9,661 9,831 9,712 9,139

営業用  一日平均使用水量 （ｍ３／日）
1,126 1,101 1,236 1,222 1,222 1,407 1,364 1,287 1,281 1,230

工業用  一日平均使用水量 （ｍ３／日）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(その他)用  一日平均使用水量 （ｍ３／日）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 （ｍ３／日）
11,591 11,369 11,289 11,192 11,209 11,312 11,025 11,118 10,993 10,369

　無　　収　　水　　量 （ｍ３／日）
84 77 75 22 80 0 0 0 0 0

計 （ｍ３／日）
11,675 11,446 11,364 11,214 11,289 11,312 11,025 11,118 10,993 10,369

　無　　 効　　 水　 　量 （ｍ３／日）
2,566 2,360 2,291 2,286 2,300 2,489 2,452 2,418 2,840 2,850

　一　日　平　均　給　水　量 （ｍ３／日）
14,241 13,806 13,655 13,500 13,589 13,801 13,477 13,536 13,833 13,219

　一 人 一 日 平 均 給 水 量 （L／人／日）
381 384 382 384 393 389 389 399 427 421

　一　日　最　大　給　水　量 （ｍ３／日）
18,893 18,659 19,890 19,493 19,525 19,239 17,328 17,903 17,764 18,686

　一 人 一 日 最 大 給 水 量 （L／人／日）
505 520 557 554 564 543 500 528 549 595

　有　　　　　収　　　　　率 （％）
81.4% 82.3% 82.7% 82.9% 82.5% 82.0% 81.8% 82.1% 79.5% 78.4%

　有　　　　　効　　　　　率 （％）
82.0% 82.9% 83.2% 83.1% 83.1% 82.0% 81.8% 82.1% 79.5% 78.4%

　負　　　　　荷　　　　　率 （％）
75.4% 74.0% 68.7% 69.3% 69.6% 71.7% 77.8% 75.6% 77.9% 70.7%

用
　
　
途
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 現在、全国の水道事業において人口減少や節水型ライフスタイルの定着により、給水量

は減少傾向にあります。本市においても今後１人当たりの使用水量は定着傾向に落ち着く

ことが予想され、また、人口減少により給水量が減少していくことが予想されます。 

施設の効率性を示す施設利用率は、令和 4年度で約 57％であったのに対して令和 15年度

で約 51％まで落ち込むことが予想されます。今後の水道施設の更新についてはダウンサイ

ジングを前提とした効率的な投資を行うことが重要です。 

 
 

  

図：施設利用率の推移 
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4.4 施設の老朽化と大規模更新時代の到来 

以下に示す建設改良費（現在価値）の推移は、平成 29 年度に行ったアセットマネジメン

ト計画で算出した建設改良費を国土交通省が公表している建設工事費デフレーターを用い

て現在価値化したものであり、本市では 1990 年代及び町村合併後の 2010 年代に投資の山

が存在しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これらの資産について、法定耐用年数で更新した場合の今後 40 年間の更新需要（更新す

べき投資額）を構造物及び設備と管路に分けて示します。 
更新需要は、平成 29 年度に行ったアセットマネジメント計画で算出した更新需要に建設

工事費デフレーター及び消費税率を考慮し、再算出しました。 
法定耐用年数を超過した施設は、今後、更新時期を迎えることになり、それらの更新需

要は、いくつかの年度に集中的に発生します。 
今後は郡上市独自の更新基準を設定して、適切な更新投資額を把握して更新事業を実施

できる体制を整えていく必要があります。 
  

図：建設改良費（現在価値）の推移 
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図：法定耐用年数で更新した場合の更新需要（構造物及び設備） 

図：法定耐用年数で更新した場合の更新需要（管路） 
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事務 技術 その他 合計
損益勘定

所属職員

郡上市 6 7 0 13 13 45 10

岐阜県
※ 4 5 1 10 9 44 10

全国
※ 12 17 2 31 27 44 16

※岐阜県、全国実績の職員数は令和3年度の1事業体あたりの平均値

(令和3年度水道統計施設・業務編より引用)

平均

勤続年数
（年）

職員数（人） 平均

年齢
（歳）

25未 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60以上

事務（人） 1 0 1 0 1 2 0 1 0 6

技術（人） 1 0 0 0 2 1 3 0 0 7

合計（人） 2 0 1 0 3 3 3 1 0 13

比率（％） 15.4 0.0 7.7 0.0 23.1 23.1 23.1 7.7 0.0 100.0

年齢構成（歳）
合計

郡上市

4.5 職員数の減少や技術力低下の懸念 

 全国的に団塊世代職員の大量退職を受けて、水道事業者の組織内の技術をどのように継

承するかという点については従前からの課題となっています。 

 本市職員の平均年齢は全国や県内平均と比較しても高い傾向にあります。一方、平均勤

続年数は全国平均と比較して少ない状況にあり、技術の継承が課題といえます。 

このため、市水道事業に蓄積された技術・スキル・ノウハウを次世代に継承する体制を

着実に構築する必要があります。 

 
表：郡上市における水道職員の概要（令和 4年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 

表：郡上市における水道職員の年齢構成（令和 4年度） 
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4.6 対応すべき課題の整理 

 対応すべき課題について、「持続」「安全」「強靭」の観点から以下に整理しました。 
 
表：対応すべき課題の整理 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 現状 課題

業務の効率化や給水サービスの向上が図れる運営管理
体制が今後も求められます。

運営管理体制の強化、着実な技
術の継承

今後の施設更新や耐震化等に要する経費の増加が予
想され、財政状況は大変厳しい状況にあります。

バランスの取れた効率的・効果的
な事業経営

現状で水道料金や水質に関すること等の情報を提供し
ています。

今後さらに多様化する需要者ニー
ズへの対応

改正水道法が施行され、本市水道として基盤強化に向
けた対応を行う必要があります。

広域連携、官民連携の検討、水道
施設台帳の整備

水需要の低下により、施設の効率性が低下しています。
適正な施設規模の設定、更新時
のダウンサイジング

今後の大更新時代の到来に対応するため、適切な更新
投資額を把握する必要があります。

郡上市独自の更新基準による適
切な更新投資額の設定、更新でき
る体制の整備

安全
クリプトスポリジウム等による汚染のおそれがあると判断
される指標菌が検出されている施設があります。

指標菌が検出されている水源への
対応

脆弱で漏水の原因とされる鋳鉄管（CIP）は1.0km程度
（R4末）残存しています。また、管路を含め水道施設全
体の老朽化が進みつつあります。

老朽化施設の計画的な更新

既設管路の地震時被害想定結果で人口の集中する市
街地での被害率が高くなっています。

想定結果に基づく管路の耐震化

多くの基幹施設について、耐震性能が不明な状況です。
主要浄水場・配水池等、基幹施設
の耐震診断及び耐震化

持続

強靭
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第５章 目指す将来像及び施策体系 

 

5.1 基本理念 

 厚生労働省が平成 25年 3 月に公表した新水道ビジョンでは、その基本理念を「地域とと

もに、信頼を未来につなぐ日本の水道」として、先達が地域において築き上げてきた地域

住民との信頼に基礎を置き、立ちはだかる様々な課題に対して、関係者が一つの理念を共

有して、それぞれの役割を果たしつつ、強いつながりの下で一丸となって対応していくも

のとしています。 

 本市の水道は、昭和 35 年の八幡町上水道の創設以降、幾多の拡張を経て発展してきまし

た。平成 16 年には７町村の合併により郡上市水道事業を創設し、以降、小規模水道の統廃

合を積極的に行い、平成 30 年 4 月より市内１上水道として運営しています。 
 一方、本市水道を取り巻く経営環境は変化してきており、水需要の減少や水道施設の大

更新時代の到来、災害対策・危機管理体制の強化など、これまでとは異なる環境変化に対

応していかなければならない時代に突入しています。 
 このため、これまで地域住民との間に築き上げてきた信頼に基礎を置き、地域住民と連

携しながら課題に対応・挑戦していくために、基本理念を『郡上市民に信頼される水道』

と定め、水道事業の将来像をこの基本理念が実現している状態と定義して、これに向けた

取り組みを推進していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

参考図：新水道ビジョン（厚生労働省）における基本理念 

基本理念
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5.2 基本方針 

 本ビジョンでは、厚生労働省の新水道ビジョンにおいて将来の水道の理想像を実現する

ために掲げられた持続・安全・強靭の３つの観点及び本市水道の基本理念である「郡上市

民に信頼される水道」の実現の観点から、以下の基本方針を定めました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

提供 関 幸良さん 

図：郡上市水道事業ビジョンの基本方針 

参考図：新水道ビジョン（厚生労働省）における水道の理想像 
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5.3 施策の体系図 

 本ビジョンにおいて基本理念を実現するために定めた基本方針及び実現方策の体系図を

以下に示します。 
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第６章 実現方策 

 

 

 

6.1 「持続：未来につなぐ水道」に関する実現方策 

6.1.1 柔軟な事業運営 

 

(1) 広域連携、官民連携の推進 

 

① 広域連携の推進 

 全国の水道は、これまでの水道の拡張や統合整備を前提とした時代から既存の水道の基

盤を確固たるものとしていく時代に変化しています。一方、管路をはじめとする水道施設

の老朽化や耐震性の不足、職員数の減少、料金収入の減少といった課題に直面しています。 
こうした状況を受け、平成 30 年に水道法が改正され、都道府県が広域連携の推進を含む

水道の基盤強化のための基本方針の策定や関係市町村・水道事業者等を構成員とする協議

会を設けることができるようになりました。 
岐阜県は令和 5 年 3 月に「岐阜県水道広域化推進プラン」を策定しました。本プランで

は、今後の広域化の方向性として、財政支出の削減と持続的な運営を可能とすべく、各水

道事業者の理解と協力のもと、まずは、水質検査や施設管理の共同委託等の「管理の一体

化」を進めつつ、より「施設の共同化」や水道技術職員の確保が進めやすい、単一の経営

主体が経営資源を管理する形態である「経営の一体化」についても検討を進めていくこと

としています。 
また、岐阜県は広大な面積を有しており、地形、水系の自然的条件が地域により大きく

異なることから、４つの広域水道圏に区分して水道事業の広域化の検討を進めていくこと

しており、本市は岐阜広域水道圏に属しています。 
本市では調整役の県のリーダーシップのもと、関係市町村と緊密に連携し、水道事業の

広域化を推進していきます。 
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図：広域水道圏の区分 

（岐阜県水道広域化推進プラン（令和 5年 3月：岐阜県）） 

図：広域連携パターン 

（岐阜県水道広域化推進プラン（令和 5年 3月：岐阜県）） 
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② 官民連携の推進 

 本市水道では、これまで水質検査や施設管理、量水器交換、各種システム保守、水道メ

ータ検針等について民間委託を行ってきました。一方、平成 30 年の水道法改正では、地方

公共団体が、水道事業者等としての位置付けを維持しつつ、厚生労働大臣等の許可を受け

て、水道施設に関する公共施設等運営権を民間事業者に設定できる仕組み（コンセッショ

ン）が導入されました。本市水道を取り巻く経営環境も刻一刻と変化しており、従来の個

別委託だけでなく、業務の範囲や委託期間に応じて、包括的民間委託や DBO（Design Build 
Operate）、PFI（Private Finance Initiative）、PFI 法や水道法に基づく運営権制度等、多

様な官民連携手法や段階があります。また、令和 5 年 6 月に公表された「PPP/PFI 推進ア

クションプラン（令和 5 年改定版）」では、水道、下水道、工業用水道の分野において、コ

ンセッション方式に段階的に移行するための官民連携手法として、管理・更新一体マネジ

メントとして新設した「ウォーターPPP」を推進するものとしています。このことから、

今後の動向を注視し、本市水道として最適な連携形態を随時検討します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図：ウォーターPPP の概要 

（PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 5年改定版）（令和 5年 6月：内閣府）） 
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(2) 職員力、組織力の強化 

 

 本市水道は、水需要の減少や更新需要の増大、災害対策の必要性、熟練水道職員の退職

など、対応すべき多くの課題を抱えています。これらの課題に対応し、安全な水を安定し

て継続的に供給していくためには、事業経営や組織運営の主要な資産である「人材（職員）」

の能力を強化することが必要不可欠となります。 
 水道事業は地方公営企業であり、経済性ととともに公共性も追求しなくてはなりません。

このため、本計画期間において、「①使命感をもって任務にあたり、お客様に信頼される職

員」、「②関係者との対話や連携等の幅広いコミュニケーションにより高い価値を生み出す

職員」、「③広い視野と挑戦する精神、俯瞰的な経営感覚を持ち、自ら高い課題設定や問題

解決に取り組む職員」を本市水道の目指す水道職員像とし、これらの人材を育てる施策を

検討し、職員力や組織力の強化を推進します。 
 

(3) 施設規模の適正化 

 

 今後の更新事業を行うにあたって、水需要の減少を考慮した適切な施設規模（ダウンサ

イジング）での更新を行い更新費用の低減を図るとともに、需要に見合った規模とするこ

とで維持管理においても効率の良い運転管理を行うものとします。 
 

(4) 新技術の活用 

 

 今後における本市水道を取り巻く厳しい経営環境を乗り切るための打開策として、全国

的に期待を集めている AI（人口知能）や IoT（モノのインターネット）が挙げられます。

活用例として、ビッグデータを活用しての配水運用の高度化や水道スマートメータによる

自動検針、特に高齢者の見守り・見える化、水道管路に取り付けたセンサーの上を自動車

で走るだけで漏水情報を収集できる検知の効率化、断水解消の早期化などが挙げられます。 
 これらの新技術の開発動向に注視し、本市水道への適用について常時検討するものとし

ます。  
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6.1.2 経営基盤の強化 

 

(1) 適正な資産管理の推進 

 

① 適切な施設管理 

 本市水道は平成 16 年 3 月に町村合併以降、小規模施設の統廃合を行い、維持管理施設の

見直しを行ってきました。今後は集約化された水道施設について、良好な状態を継続して

保つように、点検を含む施設の維持管理や修繕を行い、水道施設の延命化・長寿命化を図

っていきます。 
 
② 水道施設台帳の整備 

 平成 30 年の水道法改正では、適正な資産管理を推進する目的から「水道事業者は、水道

施設を適切に管理するための水道施設台帳を作成し、保管しなければならない」こととさ

れました。 
 既存施設における適正な維持管理や修繕、更新を行うことや災害時における迅速な復旧

の観点からも既存施設の台帳を整備することは必須であり、さらに台帳の記載事項に変更

があった場合はこれを訂正することが重要です。本市では施設・設備台帳システム及び管

路台帳システムは整備済であり、今後も適切な運用を行うことで適切な資産管理を推進す

るものとします。 
 
③ アセットマネジメントに基づく計画的な水道施設の更新 

 本市では、後述する「郡上市独自の更新基準」により今後 40 年の更新需要を算出しまし

た。構造物及び設備、管路で今後 40 年の年間平均投資額は 941 百万円/年（管路は 801 百

万円/年）となります。今後はこの年間投資額を参考に既存施設の更新を推進していくもの

とします。 
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図：郡上市独自の更新基準で更新した場合の更新需要（今後 40年） 
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(2) 適正な料金水準の確保 

 

 本市水道における水道料金収入は、今後の人口減少に伴う水需要の減少に伴いより一層

減少することが見込まれます。一方で既存資産の長寿命化を図ったとしても今後の水道施

設の大更新時代への突入により減価償却費や支払利息等の資本費用が増加することは避け

られない状況となっています。 
 本市水道を未来につないでいくために、経営効率化や費用縮減等の経営努力を行っても

なお収支の不均衡が発生する場合は、適切な時期に適正な水道料金の改定を検討するもの

とします。なお、料金水準については供給単価と給水原価の均衡度合を示す料金回収率と

ともに、平成 30 年の水道法改正で「水道施設の計画的な更新等の原資として内部に留保す

べき額」と定められた資産維持費を考慮する総括原価方式も検討し、今後の更新・再構築

を円滑に推進し、永続的な給水サービスの提供できる水準の確保を検討するものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

総括原価

需要家費

変動費

検針・集金費

量水器費

減価償却費

固定費

維持管理費

資産維持費

支払利息

水量料金

（従量料金）

準備料金

（基本料金）

【原価の分解】 【原価の配分】 【原価の配賦】

（量水器・検針徴

収関係費等）

使用量の多寡と

は関係ない固定

経費

水道使用に伴い発生する経費（薬品費、動力費等）

図：総括原価方式による水道料金の原価構成 
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(3) 給水サービスの向上 

 

 本市水道を将来につないでいくためには、市民のみなさまとの信頼関係を将来にわたっ

て築いていくことが大切です。 
 そのためには、水道事業の投資・財政情報のほか、水質情報、災害対策情報、将来のビ

ジョン、経営戦略を含め、これまで以上に情報提供を積極的に行い、事業の透明性を維持

します。情報提供の手法については、広報誌やホームページを活用するほか、近年特に若

者の間で広く利用されている SNS（Social Networking Service）の効果的な活用について

検討します。 
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6.1.3 環境対策の推進 

 

(1) 有効率の向上 

 

 有効率とは、配水池などから配水された水量と料金収入の対象となった有収水量及び洗

管等の有効に使われたが料金収入の無い無収水量の合計との比率であり、平成 29 年度末時

点で約 83％となっています。 
水源からの原水を緩速ろ過や急速ろ過、塩素滅菌等により適切に処理しても、各家庭に

届くまえに配水管や給水管から漏水してしまうと、貴重な水資源や人件費、動力費、薬品

費等を無駄にすることとなります。また、大規模な漏水が発生すると、道路の陥没等の二

次災害が発生する恐れがあるため、漏水調査を継続して行うとともに、老朽化した配水管

や給水管を継続して更新し、漏水対策を強化するとともに有効率の向上を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

配水量

有効水量

無効水量

有収水量

無収水量

料金水量

メーター不感水量、洗管用水量等

漏水量、調定減額水量

図：水量の分類 
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(2) 環境負荷の低減 

 

 本市の水道施設は地の利を活かし、標高差による位置エネルギーを利用した自然流下方

式による導水、送水、配水を基本としています。 
一方、一部の施設について、井戸から水をくみ上げたり、標高の高い配水池に送水した

り、一部の標高の高い地域へ水を配水したりするためにポンプ設備に依存しています。 
このため、設備の更新や改良に際しては技術革新の動向に注視し、省エネルギー型高効

率機器を選定するとともに、水需要の減少に伴う適切な施設規模（ダウンサイジング）で

の施設整備を行うよう努め、環境負荷の低減や動力費の軽減を図ります。 
 また、従来と同様に配管工事における再生材の採用、浄水発生土や建設発生土の有効利

用等、廃棄物の排出抑制を継続して行っていきます。 
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6.2 「安全：安心して飲める水道」に関する実現方策 

6.2.1 水質管理の強化 

 

(1) 水安全計画の適正な運用 

 

 本市は、平成 30 年度に「郡上市水道事業水安全計画」を策定しました。この計画は、水

源から給水栓に至る各段階でのリスクを抽出し、リスク分析・評価を行ったうえで対策を

位置づけるものです。郡上市水道事業水安全計画を適正に運用するために、実施状況につ

いて定期的な検証や見直しを行い、安全な水道水の供給に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図：郡上市水安全計画 

取るに足らない 考慮を要す やや重大 重大 甚大
a b c d e

頻繁に起
こる

毎月 E 1 4 4 5 5

起こりやす
い

1回/数ヶ
月

D 1 3 4 5 5

やや起こ
る

1回/1～３
年

C 1 1 3 4 5

起こりにく
い

1回/３～
10年

B 1 1 2 3 5

滅多に起
こらない

1回/10年
以上

A 1 1 1 2 5

危害原因事象の影響程度

危
害
原
因
事
象
の
発
生
頻
度
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(2) 浄水方法の検討と対策推進 

 

 現在、塩素滅菌のみの施設で指標菌が検出されている施設について、対策を検討し課題

解決を行います。対策については、紫外線処理等の適正な処理施設の整備や代替水源の開

発、施設の統廃合による水源の廃止を含めて検討します。 
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6.3 「強靭：強くてたくましい水道」に関する実現方策 

6.3.1 安定した水道施設の構築 

 

 (1) 老朽化施設の計画的な更新 

 

 構造物や設備について、適正な維持管理・保全により長寿命化をはかるとともに、事故

が発生した場合の影響などを分析し、優先順位をつけたうえで順次更新に取り組みます。 
また、管路を含めて会計上の耐用年数である法定耐用年数とは別に、実際に使用可能な

年数に基づいて「郡上市独自の更新基準」を設定し、アセットマネジメントによる年間投

資額を参考に計画的に更新を推進していきます。なお、この更新基準は今後の様々な維持

管理・保全情報や知見により、随時更新・見直しを行っていくこととします。 
 
 ■郡上市独自の更新基準 

  ・土木施設：70 年 

  ・建築施設：70 年 

  ・機械設備：24 年 

  ・電気設備：25 年 

  ・計装設備：21 年 

  ・管路 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

管種 法定耐用年数
郡上市

更新基準
更新倍率

鋳鉄管(CIP) 40 50 1.25

ダクタイル鋳鉄管(DIP)　継手不明 40 60 1.50

ダクタイル鋳鉄管(DIP(A、T、K))　 40 60 1.50

ダクタイル鋳鉄管(DIP(GX)) 40 80 2.00

配水用ポリエチレン管(HPPE、WEET、GNGW) 40 80 2.00

ポリエチレン二層管(PP) 40 40 1.00

鋼管(SP、SGP、NCP) 40 70 1.75

ステンレス鋼管(SUS) 40 60 1.50

硬質塩化ビニル管(VP、VU) 40 60 1.50

耐衝撃性硬質塩化ビニル管(HIVP) 40 60 1.50
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6.3.2 災害対策の推進 

 

(1) 主要施設の耐震化 

 

 「平成 23～24 年度岐阜県南海トラフの巨大地震動等被害想定調査」では、平成 23 年 3
月 11 日に発生した東日本大震災を踏まえ、海溝型の想定地震を複合型東海地震から内閣府

の中央防災会議で検討が進められている南海トラフの巨大地震に見直すとともに、内陸直

下型の想定地震についてもこれまでの想定地震に加え、関ヶ原－養老断層系地震をより規

模が大きい養老－桑名－四日市断層帯地震へと見直すものとしています。 
これらの見直しを受け、本市水道では主要な水道施設の耐震化を推進するものとします。

そのために、耐震性能の確認ができていない主要な基幹施設について、順次耐震診断を行

い、耐震補強もしくは更新に併せた耐震化を行います。 
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(2) 重要給水施設への管路の耐震化 

 

 本市では大規模地震発生時等の非常時において、給水が特に必要な施設を「重要給水施

設」として位置付け、防災拠点や消防施設、医療機関、福祉施設、避難所等を選定してい

ます。 
 本市水道における水源から配水池、配水池から重要給水施設までの管路は、現時点です

べて耐震化されているとはいえません。そこで、管路等の属性情報の活用による老朽度や

事故危険度、耐震度等の「物理的評価」と管路の受け持つ給水人口や給水量、重要給水施

設を評価した「重要度」により更新優先度を設定しました。この優先順位に基づいて、ア

セットマネジメントによる適正な年間投資額を参考に重要給水施設の耐震化を推進するも

のとします。 

 
  図：重要給水施設管路の耐震化イメージ図 
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図：重要給水施設管路の整備計画図（例：八幡地域） 
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(3) 応急対策の強化 

 

 本市では、大規模地震が発生した場合、岐阜県や県内の市町村等の関係機関との連携に

より、早期の復旧に取り組みます。 
 また、災害発生時にはその応急対策として、復旧の迅速化や応急給水の充実、危機管理

体制の強化を図っておくことが重要であり、定期的な防災訓練や近隣自治体との連携を充

実させるとともに、各種危機管理マニュアルを策定し、実効的な運用ができるよう実地訓

練に取り組みます。 
 また、最近の災害実績を考慮すると地域住民への情報提供が重要といえ、市民のみなさ

まへの日頃からの継続した広報活動を充実させ、積極的に情報発信を行っていきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図：地震対策の体系 

（水道の耐震化計画等策定指針（平成 27年 6月：厚生労働省健康局水道課）より抜粋） 

（耐震化）

（応急復旧対策）

（応急給水対策）

地震対策 耐震化対策 被害発生の抑制 基幹施設の耐震化

幹線管路の耐震化

影響の最小化 施設・管路のバックアップ機能の強化

給水の継続

二次災害の防止等

応急対策 復旧の迅速化 応急復旧の迅速化

情報管理設備の整備

応急復旧体制の整備

応急給水の充実 応急給水施設の整備

応急給水体制の整備

危機管理体制の強化 活動体制の整備

情報連絡体制の整備

防災計画・訓練
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6.4 実現方策のスケジュール 

6.4.1 実現方策の概要 

 計画期間における実現方策の概要を以下に示します。 
 
表：実現方策の具体的内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

基本
方針

実現方策の具体的内容

広域連携、官民連携の推進
◎広域連携の有効性の検討
◎本市水道として最適な連携形態の検討

職員力、組織力の強化
◎本市水道の目指す職員像の人材育成
◎人材育成施策の検討

施設規模の適正化
◎適切な施設規模による更新費用の低減
◎効率の良い運転管理

新技術の活用 ◎AIやIoT等、新技術の本市水道への適用検討

適切な資産管理の推進
◎点検を含む施設の維持管理や修繕の継続実施
◎水道施設台帳の整備
◎アセットマネジメントに基づく計画的な水道施設の更新

適正な料金水準の確保
◎料金回収率による適正な料金水準の確保
◎総括原価方式の導入検討

給水サービスの向上
◎積極的な情報公開による事業透明性の維持
◎SNSの効果的活用の検討

有効率の向上
◎漏水調査の継続による漏水対策の強化
◎老朽化した配水管や給水管の更新による漏水対策の強化

環境負荷の低減

◎省エネルギー型高効率機器の選定やダウンサイジングによる
　環境負荷の低減
◎継続した再生材の採用、浄水・建設発生土の有効利用による
　廃棄物の排出抑制

水安全計画の適正な運用
◎水安全計画の適正な運用
◎水安全計画の定期的な検証や見直し

浄水方法の検討と対策推進 ◎浄水方法の検討と対策推進

安定した
水道施設の

構築
老朽化施設の計画的な更新

◎優先順位による水道施設の計画的更新
◎郡上市独自の更新基準の設定及び随時見直し

主要施設の耐震化
◎主要な水道施設の耐震診断による耐震性能確認
◎主要な水道施設の診断結果に基づく耐震化

重要給水施設への管路の
耐震化

◎更新優先度に基づく重要給水施設の耐震化

応急対策の推進
◎各種危機管理マニュアルの策定と実地訓練の実施
◎災害情報の積極的な発信

強
靭

実現方策

柔軟な
事業運営

環境対策の
推進

災害対策の
推進

安
全

水質管理の
強化

持
続

経営基盤の
強化
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6.4.2 実現方策のスケジュール 

 本ビジョンの実現方策のスケジュールを以下に示します。 
 
表：実現方策のスケジュール 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本
方針

前期
R2～R5

中期
R6～R10

後期
R11～R15

広域連携、官民連携の推進

職員力、組織力の強化

施設規模の適正化

新技術の活用

適切な資産管理の推進

適正な料金水準の確保

給水サービスの向上

有効率の向上

環境負荷の低減

水安全計画の適正な運用

浄水方法の検討と対策推進

安定した
水道施設の

構築
老朽化施設の計画的な更新

主要施設の耐震化

重要給水施設への管路の
耐震化

応急対策の推進

強
靭 災害対策の

推進

実現方策

持
続

柔軟な
事業運営

経営基盤の
強化

環境対策の
推進

安
全

水質管理の
強化

計画の適正な運用、検証、見直し

広域連携の推進

官民連携の推進

施策の検討 人材育成

適正な更新規模による更新費用の低減

効率の良い運転管理

新技術の本市水道への適用検討

台帳整備

適切な維持管理、水道施設の更新

料金回収率の随時確認、総括原価方式の導入検討

積極的な情報公開

SNSの効果的活用の検討

漏水調査の継続

老朽化した配水管や給水管の更新

省エネ機器選定、ダウンサイジング

廃棄物の排出抑制

浄水方法の検討と対策推進

水道施設の計画的更新

郡上市独自の更新基準の随時見直し

耐震診断 必要に応じた耐震化

更新優先度に基づく耐震化

各種危機管理マニュアルの策定と実地訓練の実施

災害情報の積極的な発信
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第７章 事業計画・財政計画 

 

7.1 事業計画 

 今後は、本市独自の更新基準によるアセットマネジメントに基づき計画的な水道施設の

更新を行っていくものとします。 
本市では、資産の大部分が管路を占めていることもあり、管路更新事業に占める割合が

最も大きく、構造物及び設備を含めた計画期間 14 年間の総事業費は約 143 億円を見込みま

す。なお、今後の物価上昇 1.0%/年を見込むこととします。 
 
表：事業計画 

 
 
 
 
 
  

単位：百万円

予定

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

委託費 12 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

詳細

設計
50 0 0 0 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

構造物 133 0 0 0 0 0 114 19 0 0 0 0 0 0 0

管路 252 0 0 0 0 82 156 14 0 0 0 0 0 0 0

設備 816 0 0 0 0 34 0 559 223 0 0 0 0 0 0

委託費 18 0 0 0 0 0 18 0 0 0 0 0 0 0 0

構造物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

構造物 87 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 87 0

設備 1,466 0 0 0 0 138 139 158 151 143 145 146 147 149 150

管路 11,474 167 616 720 373 463 718 1,048 1,538 1,598 830 838 847 855 864

14,308 167 616 732 423 717 1,145 1,798 1,912 1,741 974 984 994 1,091 1,014

事業費

実績 計画

基幹施設

耐震化事業

水道施設

耐震化更新事業

総事業費

水源水質改善事業

事業名称 工種
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7.2 財政計画 

7.2.1 料金改定を行わない場合の財政収支の見通し 

(1) 収益的収支 

 計画期間における収益的収支の見通しについて、現行の料金水準では令和 6 年度以降単

年度欠損金が発生する見込みです。更に、今後の更新投資による減価償却や支払利息の増

加及び給水収益の減少により、現状の料金回収率が約 60％と 100％を大きく下回り、目標

年次（令和 15 年度）では 44％まで減少する見込みです。 
そのため、今回計画期間内で安定した事業経営を行っていくためには適正な料金水準を

検討する必要があります。 
 

表：収益的収支の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：収益的収支の見通しグラフ 

単位：百万円

予定

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

①収益的収入 1,201 1,265 1,279 1,248 1,168 1,093 1,106 1,135 1,157 1,157 1,128 1,124 1,113 1,083

給 水 収 益 549 544 382 532 526 520 514 510 503 498 492 488 481 476

他 会 計 負 担金 14 14 14 20 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19

他 会 計 補 助金 313 355 523 370 292 237 253 283 303 304 278 277 274 249

長期前受金戻入 300 323 328 316 310 296 298 301 310 315 317 319 318 317

そ の 他 収 入 25 29 32 10 21 21 22 22 22 21 22 21 21 22

②収益的支出 1,133 1,212 1,207 1,223 1,181 1,186 1,185 1,244 1,296 1,336 1,350 1,367 1,388 1,411

人 件 費 87 95 89 95 96 96 96 96 96 96 96 96 96 96

管 理 ・ 事 務費 38 37 39 48 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38

委 託 費 103 122 117 116 113 133 116 118 119 120 121 122 124 125

維 持 管 理 費 100 119 131 150 130 132 134 135 136 138 139 140 141 143

減 価 償 却 費 700 743 739 733 733 719 736 779 817 844 854 865 877 890

資 産 減 耗 費 2 4 10 3 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

支 払 利 息 103 92 82 78 66 63 60 73 85 95 97 101 107 114

そ の 他 費 用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

①－②単年度損益 68 53 72 25 △ 13 △ 93 △ 79 △ 109 △ 139 △ 179 △ 222 △ 243 △ 275 △ 328

207 224 240 231 225 232 234 250 266 278 285 291 301 311

135 136 101 135 136 136 136 136 136 136 136 136 136 136

65 61 42 59 60 58 58 54 51 49 48 47 45 44料金回収率（％）

給水原価（円/m3）

供給単価（円/m
3
）

今　回　計　画　期　間項目

実績 計画
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(2) 資本的収支 

 資本的収支の見通しについて、令和6年度以降の収支不足額は3～11億円/年程度であり、

この不足額は内部留保資金等で補てんする予定です。 
また、企業債の借入は、確保するべき内部留保資金の最低ラインを 8 億円と設定し、可

能な限り企業債の借入を行わない計画としています。なお、企業債残高は、目標年次にお

いて 87 億円程度となる見込みです。 
 
表：資本的収支の見通し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：資本的収支の見通しグラフ  

単位：百万円
予定

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

①資本的収入 457 848 849 650 796 775 1,852 1,859 1,622 925 1,015 1,008 1,139 1,102

企 業 債 102 342 348 238 399 311 1,293 1,197 994 503 614 704 836 802

国 庫 補 助 金等 46 174 174 95 147 239 362 504 498 304 302 212 212 212

他 会 計 出 資金 307 311 305 302 250 225 197 158 130 118 99 92 91 88

他 会 計 負 担金 0 21 22 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

工 事 負 担 金 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②資本的支出 849 1,309 1,407 1,058 1,360 1,684 2,299 2,327 2,139 1,380 1,381 1,394 1,508 1,451

建 設 改 良 費 167 616 720 373 717 1,126 1,799 1,912 1,741 974 984 994 1,091 1,014

企 業 債 償 還金 682 693 687 685 643 558 500 415 398 406 397 400 417 437

①－②差引不足分 △ 392 △ 461 △ 558 △ 408 △ 564 △ 909 △ 447 △ 468 △ 517 △ 455 △ 366 △ 386 △ 369 △ 349

1,408 1,415 1,337 1,398 1,301 808 856 890 859 821 836 828 827 802

6,776 6,425 6,085 5,638 5,395 5,148 5,940 6,722 7,318 7,414 7,631 7,935 8,353 8,718

内部留保資金

企業債残高

今　回　計　画　期　間項目

実績 計画

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

企業債残高・

内部留保資金

(百万円)

資本的収支

(百万円) 企業債 その他 建設改良費 企業債償還金 企業債残高 内部留保資金

収入 支出

実績 計画予定

7 - 3



7.2.2 将来の収支ギャップ解消に向けて 

 今回計画期間において単年度欠損金が発生する見込みとなっており、今後も健全経営を

持続するためには料金改定を検討する必要があります。そのため、適切な時期に料金改定

を行い、財政収支の均衡を図る財政計画を検討します。 
財政健全化に向けた目標及び料金改定方針(案)を以下のとおり設定し検討を行いました。 

 

◎財政健全化目標及び料金改定方針（案） 

・計画期間は継続して利益を確保する。 

・計画期間中は内部留保資金を 8 億円以上確保する。 

・令和 5年度時点で料金回収率が 100％を下回る見込みであるため、料金改定検討の期

間を考慮し、令和 7年度に第 1回料金改定を行う。 

・料金算定期間は 4年とし、当該期間の平均料金回収率 80％以上を目指す。 

・料金回収率 20％分の不足額は、一般会計からの繰入金によって補てんする。 

 

上記より、以下の料金改定及び一般会計繰入金が必要となる見込みです。 
 
表：料金改定の見通し 

 
 
 
 
 
 
表：一般会計繰入金の見通し 

 
 
 
 
 
 
 

計画期間中の財政収支の見通しについて、料金改定を行うことにより、令和 7 年度の第 1
回料金改定以降、目標年次まで平均料金回収率 80％を確保することができます。 

本市水道事業として、事業計画に示す水道施設耐震化更新事業等を実施するためには、

これまで以上に事業費が必要となるため、これらの事業を着実に実施するとともに今後も

財政健全化を継続して達成していくためには料金改定が必要になります。  

予定

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

給水原価(円/m
3
) 207 224 240 231 225 232 233 247 261 271 276 280 287 295

供給単価(円/m
3
) 135 136 101 135 136 195 195 195 195 223 223 223 223 245

料金回収率(％) 65 61 42 58 60 84 84 79 75 82 81 80 78 83

料金改定率(％) 43 14 10

項目

実績 計画

単位：百万円

予定

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

一般会計繰入金－出資金 307 311 305 302 250 225 197 158 130 118 99 92 91 88

一般会計繰入金－補助金 313 355 523 370 292 237 253 283 303 304 278 277 274 249

料金回収率20％分繰入金 0 0 0 0 0 188 186 184 182 206 203 202 199 214

一般会計繰入金 計 620 666 828 672 542 650 636 625 615 628 580 571 564 551

項目

実績 計画
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表：収益的収支の見通し(料金改定時) 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：収益的収支のグラフ(料金改定時) 

  

単位：百万円
予定

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

①収益的収入 1,201 1,265 1,279 1,248 1,168 1,510 1,517 1,543 1,560 1,684 1,649 1,641 1,623 1,682

給 水 収 益 549 544 382 532 526 749 740 734 724 819 810 803 792 861

他 会 計 負 担金 14 14 14 20 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19

他 会 計 補 助金 313 355 523 370 292 237 253 283 303 304 278 277 274 249

長期前受金戻入 300 323 328 316 310 296 298 301 310 315 317 319 318 317

そ の 他 収 入 25 29 32 10 21 209 207 206 204 227 225 223 220 236

②収益的支出 1,133 1,212 1,207 1,223 1,181 1,186 1,182 1,234 1,278 1,310 1,319 1,328 1,339 1,353

人 件 費 87 95 89 95 96 96 96 96 96 96 96 96 96 96

管 理 ・ 事 務費 38 37 39 48 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38

委 託 費 103 122 117 116 113 133 116 118 119 120 121 122 124 125

維 持 管 理 費 100 119 131 150 130 132 134 135 136 138 139 140 141 143

減 価 償 却 費 700 743 739 733 733 719 736 779 817 844 854 865 877 890

資 産 減 耗 費 2 4 10 3 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

支 払 利 息 103 92 82 78 66 63 57 63 67 69 66 62 58 56

そ の 他 費 用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

①－②単年度損益 68 53 72 25 △ 13 324 335 309 282 374 330 313 284 329

207 224 240 231 225 232 233 247 261 271 276 280 287 295

135 136 101 135 136 195 195 195 195 223 223 223 223 245

65 61 42 59 60 84 84 79 75 82 81 80 78 83料金回収率（％）

給水原価（円/m
3
）

供給単価（円/m
3
）

今　回　計　画　期　間項目

実績 計画
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表：資本的収支の見通し(料金改定時) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図：資本的収支の見通しグラフ(料金改定時) 

 
 

単位：百万円
予定

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

①資本的収入 457 848 849 650 796 597 1,349 1,296 1,125 489 401 304 435 380

企 業 債 102 342 348 238 399 133 790 634 497 67 0 0 132 80

国 庫 補 助 金等 46 174 174 95 147 239 362 504 498 304 302 212 212 212

他 会 計 出 資金 307 311 305 302 250 225 197 158 130 118 99 92 91 88

他 会 計 負 担金 0 21 22 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

工 事 負 担 金 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②資本的支出 849 1,309 1,407 1,058 1,360 1,684 2,299 2,321 2,117 1,338 1,323 1,320 1,413 1,330

建 設 改 良 費 167 616 720 373 717 1,126 1,799 1,912 1,741 974 984 994 1,091 1,014

企 業 債 償 還金 682 693 687 685 643 558 500 409 376 364 339 326 322 316

①－②差引不足分 △ 392 △ 461 △ 558 △ 408 △ 564 △ 1,087 △ 950 △ 1,025 △ 992 △ 849 △ 922 △ 1,016 △ 978 △ 950

1,408 1,415 1,337 1,398 1,301 1,047 1,006 903 819 939 952 871 822 853

6,776 6,425 6,085 5,638 5,395 4,970 5,260 5,485 5,606 5,309 4,970 4,644 4,455 4,219

内部留保資金

企業債残高

今　回　計　画　期　間項目

実績 計画
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第８章 フォローアップ 

 

8.1 フォローアップ 

 本ビジョンは経営戦略を含むものであり、毎年度の進捗管理（モニタリング）を行うと

ともに、定期的に見直し（ローリング）を行うものとします。 
 見直しにあたっては、実現方策や経営戦略の達成度を評価するとともに、投資・財政計

画と実績との乖離及びその原因を分析し、その結果を本ビジョンやそれを構成する各計画

の修正、次期計画の策定等の形で事業経営に反映させる「計画の策定（Plan）－事業の実

施（Do）－目標達成状況の確認（Check）－改善の検討（Action）」のサイクルを導入して

継続的に運用します。 

 
 
 
 
 
  

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

進捗管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

フォローアップ ★ ★ ★

フォローアップ

前期 中期 後期
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8.2 進捗管理の定量的評価 

 客観的かつ合理的な進捗管理ができるよう、その効果について業務指標（PI）を活用す

るものとし、「持続：未来につなぐ水道」「安全：安心して飲める水道」「強靭：強くてたく

ましい水道」の目標達成状況について定量的に評価し、基本理念である「郡上市民に信頼

される水道」を常に追求していきます。 
 
表：業務指標（PI）の目標値 

 
 
 
 
 
 
 

中期

R10
(2028)

後期

R15
(2033)

目標値

業務指標（PI） 指標の定義 優位性

実績値

R4
(2022)

配水池の耐震化率
(耐震対策の施されている配水池

有効容量/配水池総容量)×100

32 .7％ 32 .7％

6,346m
3

6,346m
3

6,346m
3

32 .7％

189km 256km 313km

19,421m
3

19,421m
3

19,421m
3

20 .5％ 28％ 34％

923km 923km 923km

有効率 (年間有効水量/年間配水量)×100

78 .4％ 81％ 84％

3,784.7千m
3

3,710千m
3

管路の耐震管率 (耐震管延長/管路総延長)×100

3,622千m
3

4,824.9千m
3

4,557千m
3

4,317千m
3

42 .1％ 78％ 83％

101円/m
3

202円/m
3

245円/m
3料金回収率 (供給単価/給水原価)×100

240円/m
3

261円/m
3

295円/m
3
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TEL 0575-67-1129

FAX 0575-67-1009

郡 上 市 水 道 事 業 ビ ジ ョ ン

GUJO City water supply business vision

～郡上市民に信頼される水道～

令和 2 年 3 月 

郡上市環境水道部

〒501-4297 岐阜県郡上市八幡町島谷 228 番地 

令和6年7月中間見直し 


